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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性支持体上に、電荷発生物質を主成分とする電荷発生層と、電荷輸送物質及びバイ
ンダー樹脂を主成分とする電荷輸送層と、電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合
物と電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化反応させることによって形成さ
れた保護層とを少なくとも有し、
　前記電荷発生層、電荷輸送層および保護層がこの順に前記導電性支持体上に積層された
電子写真感光体の製造方法であって、
　前記電荷輸送層を形成した後、該電荷輸送層の表面を研磨し、該研磨した電荷輸送層の
表面に前記保護層を形成し、
　前記電荷輸送層表面の研磨は、該電荷輸送層の膜厚に対して研磨される膜厚の比が、０
．０４以上０．４以下の範囲で行うことを特徴とする電子写真感光体の製造方法。
【請求項２】
　前記電荷輸送層表面の研磨は、該電荷輸送層の表面に研磨物を当接させた状態で該電荷
輸送層が形成された導電性支持体を回転し摺擦させて行うことを特徴とする請求項１に記
載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項３】
　前記電荷輸送層表面の研磨は、該電荷輸送層の電荷発生層側の界面における電荷輸送物
質の濃度に対する該電荷輸送層の保護層側の界面における電荷輸送物質の濃度の比が、０
．６８～１．００の範囲になるように行うことを特徴とする請求項１ないし２のいずれか
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に記載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項４】
　電荷輸送層の厚みが、１５～５０μｍである請求項１から３のいずれかに記載の電子写
真感光体の製造方法。
【請求項５】
　前記電荷輸送層に含有される電荷輸送物質は、下記一般式（１）に示される化合物を含
有することを特徴とする請求項１ないし４のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法
。
【化１】

（式（１）中、ｎは０又は１であり、Ａｒ3及びＡｒ4は、置換もしくは無置換のアリール
基、又は置換もしくは無置換の複素環基を表わし、Ｒ6～Ｒ8は、それぞれ独立して、水素
原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアルコキシ基、置換もし
くは無置換のアリール基、又は置換もしくは無置換の複素環基を表わし、Ｒ7、Ｒ8は、互
いに結合して環を形成してもよく、Ａｒ5は、置換もしくは無置換のアリーレン基を表わ
す。）
【請求項６】
　前記保護層は、前記研磨された電荷輸送層の上にスプレー噴霧を複数回繰り返し、塗り
重ねて形成した後硬化することを特徴とする請求項１ないし５のいずれかに記載の電子写
真感光体の製造方法。
【請求項７】
　前記保護層は、熱エネルギー又は光エネルギーの少なくともいずれかのエネルギーを照
射または印加することによって硬化することを特徴とする請求項１ないし６のいずれかに
記載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項８】
　前記電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物は、ラジカル重合性官能基を３個
以上有し、前記電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、ラジカル重合性官能基
を１個有することを特徴とする請求項１ないし７のいずれかに記載の電子写真感光体の製
造方法。
【請求項９】
　前記電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物は、アクリロイルオキシ基又はメ
タクリロイルオキシ基の少なくともいずれかの基を有することを特徴とする請求項１ない
し８のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項１０】
　前記電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、アクリロイルオキシ基又はメタ
クリロイルオキシ基の少なくともいずれかの基を有することを特徴とする請求項１ないし
９のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項１１】
　前記電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、トリアリールアミン構造を有す
ることを特徴とする請求項１ないし１０のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項１２】
　前記電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物が有するラジカル重合性官能基の
数に対する前記電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物の分子量の比は、２５０
以下であることを特徴とする請求項１ないし１１のいずれかに記載の電子写真感光体の製
造方法。
【請求項１３】
　請求項１ないし１２のいずれかに記載の製造方法で製造することを特徴とする電子写真
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感光体。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の電子写真感光体を備えたことを特徴とする画像形成装置。
【請求項１５】
　前記画像形成装置が、少なくとも複数の感光体、帯電手段、画像露光手段、現像手段及
びクリーニング手段からなる複数の画像形成部を有するタンデム方式のフルカラー画形成
装置であることを特徴とする請求項１４に記載の画像形成装置。
【請求項１６】
　請求項１３に記載の電子写真感光体と、帯電手段、現像手段、及びクリーニング手段の
うちの少なくとも一つが一体に支持され、画像形成装置本体に着脱自在に設けられること
を特徴とするプロセスカートリッジ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真感光体の製造方法、その方法を使用して製造した電子写真感光体、
その感光体を装着した画像形成装置及びプロセスカートリッジに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子写真方式によるレーザープリンターやデジタル複写機等の画像形成装置は、
画像品質やその安定性が向上し、広く普及している。最近では、それらの高速化、小型化
、フルカラー化が急速に進行しており、それらに用いられる電子写真感光体の高耐久化の
重要性が一段と高まっている。
【０００３】
　これら画像形成装置に使用される電子写真感光体としては、有機系の感光材料を用いた
ものが、コスト、生産性及び環境安定性等の理由から、広く使用されている。これらの電
子写真感光体の層構成としては、電荷発生機能と電荷輸送機能を一つの層に備えた単層型
、電荷発生機能を有する電荷発生層と電荷輸送機能を有する電荷輸送層とに機能分離した
積層型に大別されるが、静電特性の安定性や耐久性の面から後者が広く用いられている。
【０００４】
　機能分離した積層型の感光体における静電潜像形成のメカニズムは、一様に帯電された
感光体に光照射すると、光は電荷輸送層を通過し、電荷発生層中の電荷発生物質に吸収さ
れて電荷（電荷対）を生成する。それによって発生した電荷が電荷発生層及び電荷輸送層
の界面で電荷輸送層に注入され、さらに電界によって電荷輸送層中を移動し、感光体の表
面に達し、帯電により与えられた表面電荷を中和して静電潜像が形成される。
【０００５】
　しかし、有機系の感光体は、無機系の感光体に比べて、繰り返し使用することにより摩
耗しやすいことが課題として認識されている。表面の感光層の摩耗が進むと、感光体の帯
電電位の低下、光感度の劣化等を引き起こし、それによって地汚れの増加、画像濃度の低
下等の画質劣化が促進されるため、有機系感光体の高耐久化が強く望まれている。さらに
、近年の画像形成装置の小型化、フルカラー化の進行に伴って、感光体の小径化の必要性
が高まっている。特に、最近では、フルカラー画像形成装置の高速化を実現するために、
４色の現像部に対応した４本の感光体を内包した、タンデム方式の画像形成装置の需要が
飛躍的に高まっており、その傾向は一段と強くなっている。感光体の小径化により、感光
体の高耐久化に対する要求度は一層高くなっており、有機系材料を用いた感光体の高耐久
化が、今後より一層重要かつ早期に解決すべき課題として認識されている。
【０００６】
　感光体の高耐久化を実現する方法としては、感光体の最表面に保護層を設け、その保護
層にフィラーや微粒子を分散させたり、保護層を硬化させたり、表面の潤滑性を高めたり
する方法が広く知られている。これらの方法により、感光体表面の耐摩耗性が向上し、繰
り返し使用経時における地汚れの発生を抑制することが可能となり、感光体の耐久性は向
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上することが確認されている。特に、硬化させた保護層は、耐摩耗性や耐キズ性が高い上
に、感光体の表面が比較的平滑であるために、クリーニング性に優れ、有効な方法である
。しかし、保護層を設けたことによって、繰り返し使用における残留電位が著しく上昇し
たり、解像度が低下し画質低下を引き起こしたり、保護層と感光層との間に剥離が生じた
りして、耐摩耗性が向上されたにも関わらず、感光体の耐久性は満足されていないのが実
情である。
【０００７】
　これらの残留電位上昇や解像度低下を引き起こす理由としては、保護層又は保護層と感
光層の界面において、電荷がトラップされやすくなったり、保護層内で光が散乱されたり
、電荷が横方向に移動しやすくなったり、耐摩耗性の向上により感光体表面の汚染の影響
が増大したりすること等が挙げられる。また、保護層の硬度を高めることは耐摩耗性や耐
キズ性に対しては有効であるものの、保護層とその下の電荷輸送層との硬度差が大きくな
ると、その界面で剥離が発生しやすくなる。これらの理由から、保護層を形成した感光体
を使用しても、耐久性は満足されるものではなかった。
【０００８】
　残留電位上昇を抑制させる方法の一つとして、電荷輸送層に含有される電荷輸送物質の
濃度分布を制御する方法が知られている。電荷輸送層に電荷輸送物質の濃度傾斜を積極的
に付与しようとする技術としては、電荷移動層中の電荷移動物質の濃度を、層の深さ方向
に連続的に変化させる方法がある（特許文献１参照）。これは、電荷移動物質が、表面側
に少なく、基板側に多くなるように濃度傾斜を付与することにより、耐刷性、電荷保持力
、繰り返し特性を向上させることを目的とするものである。電荷輸送物質の濃度を変化さ
せるための方法としては、噴霧塗工法が用いられている。
　また、電荷移動層中の電荷移動物質が、顕微鏡的不均質に分散している感光体が開示さ
れている（特許文献２参照）。これは、電荷移動物質が結合剤に対する相溶性が低く、微
細な粒子として分散することで高感度化を図ったものである。
　また、電荷輸送層の表面において、電荷輸送物質の濃度が電荷輸送層の内部における濃
度よりも小さい感光体が開示されている（特許文献３参照）。これは、電荷輸送層形成用
塗工液に含有されている溶媒の沸点よりも低い温度で乾燥することによって達成したもの
であり、その効果は光感度の向上にある。
【０００９】
　電荷輸送層中の電荷輸送物質の濃度が内部よりも表面側で低い濃度傾斜を付与しようと
するこれらの技術は、電荷発生層と電荷輸送層との界面における電荷注入性の向上に対し
ては有効であると考えられる。また、最表面に保護層を形成しない場合においては、電荷
輸送層の表面のバインダー樹脂に対する電荷輸送物質の含有量が少ないため、耐摩耗性に
関しては幾分向上されるものと考えられ、効果として認められる。しかし、電荷発生層と
電荷輸送層との界面における電荷注入性が向上したとしても、電荷輸送層の表面領域にお
いて、電荷輸送物質の濃度が低くなる領域があるため、保護層と電荷輸送層の界面におけ
る電荷注入性は低下し、それによって残留電位上昇や解像度の低下を引き起こすと考えら
れる。したがって、電荷輸送層中の電荷輸送物質の濃度が内部よりも表面側で低い濃度傾
斜を付与する方法は、表面に保護層を設けた高耐久性を有する感光体に対しては副作用の
方が大きくなると考えられる。
【００１０】
　つまり、保護層を形成しない場合には、表面が摩耗されると電荷輸送物質の濃度が増加
するため、その影響は軽減されるものの、それでは感光体の高耐久化は実現できない。一
方、保護層を形成した場合には、電荷輸送層と保護層との界面における電荷注入性が低下
し、これが残留電位上昇や解像度の低下を引き起こす原因となり、結局、感光体の高耐久
化が実現できないことになる。
【００１１】
　また、感光層と保護層を積層し、電荷輸送物質を保護層と感光層との界面に近い程、多
く含有させた感光体が開示されている（特許文献４参照）。これは、帯電時に発生するオ
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ゾンによって感光体表面が劣化し、その影響が保護層を通して電荷輸送層にまで及ぶため
、電荷輸送層の保護層近傍に電荷輸送物質の濃度を高め、オゾン劣化によって発生する感
度低下や残留電位上昇を抑制しようとするものである。電荷輸送層の保護層側でオゾン劣
化が防止され、電荷発生層側では、その影響が及ぶことなく、必要以上に電荷輸送物質を
含有しなくても良いと説明がされているが、オゾン劣化した領域が感光層内に存在すれば
、残留電位上昇や感度劣化への影響は否定できず、多少の効果はあったとしても根本的な
解決には至っていない。また、電荷輸送層の保護層側に電荷輸送物質の濃度を高めたとし
ても、電荷発生層側の濃度は低くなるため、電荷発生層からの電荷注入性が低下し、それ
による残留電位上昇や感度低下の影響が増加するものと考えられる。
【００１２】
　これらのことから、電荷輸送層において、電荷輸送物質の濃度傾斜を付与する方法は、
保護層を形成せず、電荷輸送層が最表面に位置する感光体に対しては効果が認められたと
しても、最表面に保護層を形成した感光体においては、副作用の方が大きく、高耐久化を
妨げる大きな原因となっていた。
【００１３】
　これらの従来技術においては、電荷輸送層内の電荷輸送物質の濃度傾斜を、スプレー塗
工機を用いたり、重ね塗りしたりすることによって付与しようとしたものであるが、その
一方で一般的な浸漬塗工法等によって得られる電荷輸送層には、既に電荷輸送物質の濃度
傾斜が形成されていることが知られている。
【００１４】
　後者、即ち、電荷輸送物質の濃度を均一に含有させようとするための技術として、例え
ばイオン化ポテンシャル値が０．５ｅＶ以上離れている電荷発生材料と電荷輸送材料を用
いてなる感光体において、電荷輸送層中の電荷輸送材料が、電荷発生層側の電荷輸送材料
濃度とその反対側の電荷輸送材料濃度との比が０．８～１．０の範囲であり、そのために
は電荷輸送層を塗工後１２５℃以上で加熱するとする方法が開示されている（特許文献５
参照）。これは、電荷発生材料と電荷輸送材料のイオン化ポテンシャル値が０．５ｅＶ以
上離れていると、電荷発生層から電荷輸送層への電荷注入性が低下し、その結果、繰り返
し使用によって感度低下を引き起こすが、これは電荷輸送層中の電荷輸送材料濃度が不均
一であることに起因するものとしている。さらに、電荷輸送層の乾燥温度が低い場合に、
電荷輸送層内部で対流が生じて電荷輸送層材料が移動してしまうために起こるものと記載
されている。
【００１５】
　さらに、イオン化ポテンシャル値が０．５ｅＶ以上離れている電荷発生材料と電荷輸送
材料を用いてなる感光体において、電荷輸送層の塗布液中の溶剤として、ハロゲン化炭化
水素系溶媒を使用する方法が開示されている（特許文献６参照）。これについても、電荷
発生層と電荷輸送層との界面における電荷注入が異種分子間のホッピング移動であるとす
ると、電荷注入は、分子間距離に依存するため、電荷輸送層中の電荷輸送材料の濃度分布
を適正化して、電荷発生層と電荷輸送層への電荷注入及び電荷輸送層内の電荷の移行を円
滑に行うためのものである。ここでは、電荷輸送層を形成するための塗布溶液の溶剤とし
て、ハロゲン化炭化水素系溶剤を用いることで達成されるとしている。
【００１６】
　これらの従来技術は、電荷輸送層内の電荷輸送物質の濃度傾斜を低減して、電荷輸送物
質の濃度をより均一化させる技術として記載されているが、この目的は、電荷発生層と電
荷輸送層の界面における電荷注入性に言及しており、保護層に関して、詳細な記述はなさ
れていない。また、電荷発生層と電荷輸送層における電荷注入性を改善することがその目
的とされているが、それらの界面における電荷注入性を考慮するのであれば、電荷発生層
と電荷輸送層との界面において、電荷輸送物質の濃度がむしろ高い方がより有効であると
考えられる。
【００１７】
　保護層には耐摩耗性を高める機能が加えられるため、残留電位に及ぼす副作用は増加す



(6) JP 4763547 B2 2011.8.31

10

20

30

40

50

る傾向にある。残留電位を低減させる従来技術は多数開示されているものの、耐摩耗性と
静電特性の安定性を両立させる技術は未だ見出されていない。なお本願出願人の関連文献
として特許文献７も知られている。
【００１８】
　さらに感光層の表面を粗面化した後、真空薄膜を表面保護層として形成する感光体の製
造方法の発明が特許文献８に開示されている。これは、感光層を形成後に真空薄膜による
表面保護層を形成する場合、製造工程上あるいは装置上の問題により、感光層を形成して
すぐに表面保護層を形成することは難しく、感光層を形成した後、数日～１ヶ月程度の保
管期間が生じる。そのため、感光層表面が時間の経過とともに酸化され、その上に真空薄
膜を設けようとすると接着性が悪化するため、その不具合を抑制する技術として記載され
ている。
　また、導電性支持体上に、微細研磨処理により表面粗面化した有機感光層上に真空薄膜
からなる表面保護層を有する感光体において、表面保護層の表面の表面粗さを規定した発
明が特許文献９に開示されている。これは、極めて平滑な有機系感光体の表面にそれとは
異質な真空薄膜を形成したことによる残留電位上昇や画像ノイズを改善する発明が記載さ
れている。
【特許文献１】特開昭６３－６３０４６号公報
【特許文献２】特開昭５８－６２６５４号公報
【特許文献３】特開平４－１０１１５２号公報
【特許文献４】特許第２８４４６８６号公報
【特許文献５】特開平９－２１８５２２号公報
【特許文献６】特開平９－２１８５２３号公報
【特許文献７】特開２００４－３０２４５１号公報
【特許文献８】特許第２９３２６７９号公報
【特許文献９】特許第２９９０７８８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　本発明は、上記従来技術が有する問題点に鑑み、耐摩耗性が良好で、繰り返し使用経時
における残留電位の上昇を抑制し、高画質画像を安定して出力することが可能な電子写真
感光体の製造方法及びその方法で製造した電子写真感光体を提供することを目的とする。
また、本発明は、該感光体を備えた画像形成装置及びプロセスカートリッジを提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　上記課題は次の〔１〕ないし〔１６〕の発明（以下、本発明１ないし１６という）によ
って解決される。
【００２１】
〔１〕導電性支持体上に、少なくとも電荷発生物質を主成分とする電荷発生層、電荷輸送
物質及びバインダー樹脂を主成分とする電荷輸送層並びに電荷輸送性構造を有さないラジ
カル重合性化合物と、電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化反応させるこ
とによって形成された保護層が順次積層された電子写真感光体の製造方法であって、前記
電荷輸送層を形成した後、該電荷輸送層の表面を研磨し、該研磨した電荷輸送層の表面に
前記保護層を形成することを特徴とする電子写真感光体の製造方法。
【００２２】
〔２〕前記電荷輸送層表面の研磨は、該電荷輸送層の表面に研磨物を当接させた状態で、
該電荷輸送層が形成された導電性支持体を回転、摺擦させて行うことを特徴とする上記〔
１〕に記載の電子写真感光体の製造方法。
【００２３】
〔３〕前記電荷輸送層表面の研磨は、該電荷輸送層の膜厚に対して研磨される膜厚の比が



(7) JP 4763547 B2 2011.8.31

10

20

30

40

50

、０．０４以上０．４以下の範囲で行うことを特徴とする上記〔１〕又は〔２〕に記載の
電子写真感光体の製造方法。
【００２４】
〔４〕前記電荷輸送層表面の研磨は、該電荷輸送層の電荷発生層側の界面における電荷輸
送物質の濃度に対する該電荷輸送層の保護層側の界面における電荷輸送物質の濃度の比が
、０．６８～１．００の範囲になるように行うことを特徴とする上記〔１〕ないし〔３〕
のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法。
【００２５】
〔５〕前記電荷輸送層に含有される電荷輸送物質は、下記一般式（１）に示される化合物
を含有することを特徴とする上記〔１〕ないし〔４〕のいずれかに記載の電子写真感光体
の製造方法。
【００２６】
【化１】

【００２７】
（式（１）中、ｎは０又は１であり、Ａｒ3及びＡｒ4は、置換もしくは無置換のアリール
基、又は置換もしくは無置換の複素環基を表わし、Ｒ6～Ｒ8は、それぞれ独立して、水素
原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアルコキシ基、置換もし
くは無置換のアリール基、又は置換もしくは無置換の複素環基を表わし、Ｒ7、Ｒ8は、互
いに結合して環を形成してもよく、Ａｒ5は、置換もしくは無置換のアリーレン基を表わ
す。）
【００２８】
〔６〕前記保護層は、前記研磨された電荷輸送層の上にスプレー噴霧を複数回繰り返し、
塗り重ねて形成した後硬化することを特徴とする前記〔１〕ないし〔５〕のいずれかに記
載の電子写真感光体の製造方法。
【００２９】
〔７〕前記保護層は、熱エネルギー又は光エネルギーの少なくともいずれかのエネルギー
を照射または印加することによって硬化することを特徴とする上記〔１〕ないし〔６〕の
いずれかに記載の電子写真感光体の製造方法。
【００３０】
〔８〕前記電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物は、ラジカル重合性官能基を
３個以上有し、前記電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、ラジカル重合性官
能基を１個有することを特徴とする上記〔１〕ないし〔７〕のいずれかに記載の電子写真
感光体の製造方法。
【００３１】
〔９〕前記電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物は、アクリロイルオキシ基又
はメタクリロイルオキシ基の少なくともいずれかの基を有することを特徴とする上記〔１
〕ないし〔８〕のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法。
【００３２】
〔１０〕前記電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、アクリロイルオキシ基又
はメタクリロイルオキシ基の少なくともいずれかの基を有することを特徴とする上記〔１
〕ないし〔９〕のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法。
【００３３】
〔１１〕前記電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、トリアリールアミン構造
を有することを特徴とする上記〔１〕ないし〔１０〕のいずれかに記載の電子写真感光体
の製造方法。
【００３４】
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〔１２〕前記電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物が有するラジカル重合性官
能基の数に対する前記電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物の分子量の比は、
２５０以下であることを特徴とする上記〔１〕ないし〔１１〕のいずれかに記載の電子写
真感光体の製造方法。
【００３５】
〔１３〕上記〔１〕ないし〔１２〕のいずれかに記載の製造方法で製造することを特徴と
する電子写真感光体。
【００３６】
〔１４〕上記〔１３〕に記載の電子写真感光体を備えたことを特徴とする画像形成装置。
【００３７】
〔１５〕前記画像形成装置が、少なくとも複数の感光体、帯電手段、画像露光手段、現像
手段及びクリーニング手段からなる複数の画像形成部を有するタンデム方式のフルカラー
画形成装置であることを特徴とする上記〔１４〕に記載の画像形成装置。
【００３８】
〔１６〕上記〔１３〕に記載の電子写真感光体と、帯電手段、現像手段、及びクリーニン
グ手段のうちの少なくとも一つが一体に支持され、画像形成装置本体に着脱自在に設けら
れることを特徴とするプロセスカートリッジ。
【発明の効果】
【００３９】
　本発明〔１〕の電子写真感光体の製造方法によれば、導電性支持体上に、電荷発生層、
電荷輸送層、硬化型の保護層を順次設けた感光体を形成する際、電荷輸送層の表面を研磨
することによって電荷輸送物質の濃度が低下した部分を除去することから、耐摩耗性が良
好で、かつ、繰り返し使用経時における残留電位の上昇が抑制され、高画質画像を安定し
て出力することができる感光体を製造することができる。また、電荷輸送層と保護層との
界面における接触面積の増加、あるいは電荷輸送層表面のレベリング剤が研磨により除去
されることにより、保護層と電荷輸送層の硬度に差があっても保護層が剥離しにくくなり
、高耐久化に有効である。
【００４０】
　本発明〔２〕の電子写真感光体の製造方法によれば、研磨物を電荷輸送層表面に摺擦さ
せる機械的研磨方法により電荷輸送層表面を研磨することから、電荷輸送層表面を均一に
研磨することができる。また、研磨厚の制御も容易であり、本発明の研磨方法として適し
ている。
【００４１】
　本発明〔３〕の電子写真感光体の製造方法によれば、前記電荷輸送層表面の研磨は、該
電荷輸送層の膜厚に対する研磨する膜厚の比を０．０４以上０．４以下の範囲で行うこと
から、電荷輸送物質の濃度低下が顕著な表面領域を確実に削り取ることができ、残留電位
の上昇、感度劣化、解像度低下等の抑制効果を十分に得ることが可能となる。
【００４２】
　本発明〔４〕の電子写真感光体の製造方法によれば、前記電荷輸送層表面の研磨は、該
電荷輸送層の電荷発生層側の界面における電荷輸送物質の濃度に対する該電荷輸送層の保
護層側の界面における電荷輸送物質の濃度の比が、０．６８～１．００の範囲になるよう
に研磨することから、電荷輸送物質の濃度傾斜が小さくなり、残留電位の上昇、感度劣化
、解像度低下等の影響を抑制することができる。
【００４３】
　本発明〔５〕の電子写真感光体の製造方法によれば、電荷輸送物質が、前記一般式（１
）に示されるスチルベン構造を有する化合物を含有することから、残留電位の低減や感度
劣化の抑制に特に有効である。
【００４４】
　本発明〔６〕の電子写真感光体の製造方法によれば、前記保護層は、前記研磨された電
荷輸送層の上にスプレー噴霧を複数回繰り返し、塗り重ねることによって形成することか
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ら、保護層における構成材料の濃度傾斜の発生を抑制することができ、硬化反応の均一性
に優れる。また、電荷輸送層に含まれる電荷輸送物質の保護層への溶け出しが少なくなる
ために硬化阻害を起こしにくく、耐摩耗性の向上に有効である。
【００４５】
　本発明〔７〕の電子写真感光体の製造方法によれば、前記保護層は、該保護層形成後に
熱エネルギー及び／又は光エネルギーを照射等することによって硬化することから、高硬
度でかつ硬度の均一性が高い膜を形成することが可能となり、耐摩耗性の向上、偏摩耗の
抑制、耐キズ性の向上に有効である。
【００４６】
　本発明〔８〕ないし〔１２〕の電子写真感光体の製造方法によれば、前記保護層に電荷
輸層性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性化合物と電荷輸送性構造を有する１官
能のラジカル重合性化合物を用いることから、架橋密度を向上させ、耐摩耗性を向上させ
ることができると共に安定した静電特性を付与することができる。
【００４７】
　本発明〔１３〕の電子写真感光体によれば、上記製造方法で製造することから、高画質
化と高耐久化の両立を可能にし、繰り返し使用においても高画質画像が安定して得られる
電子写真感光体を提供することができる。
【００４８】
　本発明〔１４〕、〔１５〕、〔１６〕の画像形成装置、フルカラー画像形成装置、プロ
セスカートリッジによれば、上記電子写真感光体を備えることから、耐摩耗性や耐キズ性
が向上すると共に安定した静電特性が得られ、長期にわたって高画質の画像を安定して提
供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４９】
　以下、図面を参照して、本発明の感光体の製造方法などについて、実施形態により詳細
に説明する。
　前述の通り、保護層を形成したことによる、残留電位上昇や感度劣化、解像度低下とい
った副作用は、例え耐摩耗性が向上しても、繰り返し使用経時で発生し、感光体の高耐久
化は満足されていないのが実情であった。本発明者らは、保護層を形成したことによるこ
れらの副作用を、保護層だけでなく、保護層の下に形成される電荷輸送層を改善すること
によって大幅に改善できることを見いだし、本発明を完成するに至った。
【００５０】
　従って、本発明によれば、高画質化と高耐久化との両立を可能とし、繰り返し使用にお
いても高画質画像が安定して得られる電子写真感光体の製造方法、及びその電子写真感光
体、また、繰り返し使用においても高画質画像が安定して得られる画像形成装置、並びに
画像形成装置用プロセスカートリッジが提供される。
【００５１】
　本発明は、導電性支持体上に、少なくとも電荷発生物質を主成分とする電荷発生層、電
荷輸送物質及びバインダー樹脂を主成分とする電荷輸送層及び電荷輸送性構造を有さない
ラジカル重合性化合物と、電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化反応させ
ることによって形成された保護層が順次積層されている感光体の製造方法であって、前記
電荷輸送層の表面を研磨し、該研磨された電荷輸送層の上に保護層を形成することを特徴
とする感光体の製造方法を含んでいる。
【００５２】
　感光体を作製する際に用いられる浸漬塗工法等の一般的な塗工方法によって作製される
感光体の電荷輸送層では、一般に、電荷輸送物質が不均一に分散され、電荷輸送層の表面
側よりも電荷発生層側の濃度が高い濃度傾斜を有していることが認められている。その濃
度傾斜は、必ずしも直線的に変化しているわけではなく、特に、電荷輸送層の表面領域に
おいて電荷輸送物質の濃度が著しく低下した領域が形成されており、これが残留電位の上
昇や感度の劣化、解像度の低下に少なからずまたは明確に影響を及ぼしていることを本発
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明者らは見出した。
【００５３】
　電荷輸送層が感光体の最外表面に形成されている場合、電荷輸送物質の濃度が電荷発生
層側よりも表面が低くなる濃度傾斜があったとしても、感光体表面が摩耗されていくこと
でその影響は減少していくことになり、影響としてはそれほど大きくないと考えられる。
さらに、感光体表面は、帯電器から発生するオゾン等の活性ガスの影響を受けやすいため
、表面の電荷輸送物質が劣化しやすくなることが考えられる。また、表面の耐摩耗性は、
バインダー樹脂に対する電荷輸送物質の含有比が小さい方が高くなると考えられ、感光体
表面の電荷輸送物質濃度が低いことが、むしろ有効であると考えられる。
【００５４】
　しかし、感光体の高耐久化を実現するためには、表面の耐摩耗性を高めることが必要不
可欠であり、そのためには感光体表面に保護層を形成するのが最も有効である。感光体の
表面に保護層を形成した場合、電荷は、電荷輸送層から保護層に注入されなくてはならず
、電荷輸送層と保護層における電荷注入性が重要となる。しかし、上記したとおり、浸漬
塗工法等で作製される一般的な感光体の電荷輸送層には既に電荷輸送物質の濃度傾斜が形
成されており、特に、電荷輸送層の表面領域に大幅に濃度低下している部分が存在する。
これにより、電荷輸送層と保護層の界面における電荷輸送性又は電荷注入性を著しく低減
させ、残留電位の上昇や解像度の低下の影響を及ぼしていることがわかった。また、この
電荷輸送物質の濃度傾斜は、電荷輸送層の膜厚が増加するに伴って大きくなる傾向を示し
、特に電荷輸送層の膜厚が２０μｍ以上になると、表面の濃度低下が顕著に認められた。
【００５５】
　本発明者らは、電荷輸送層と保護層の界面における電荷注入性、電荷発生層と電荷輸送
層の界面における電荷注入性、電荷輸送層内の電荷輸送性を両立させる最も効率的かつ有
効な方法は、電荷輸送層内の電荷輸送物質の濃度が層内で偏りが少なく、より均一に分散
された状態を形成することであることを見出した。
　電荷輸送層における電荷輸送機能は、電荷輸送物質間のホッピング移動によるものであ
るため、電荷輸送層の表面における電荷輸送物質の濃度が低下すると、電荷輸送物質の分
子間距離が増加し、電荷輸送性が低下する。また、電荷輸送層の上に形成された保護層へ
の電荷注入性も大幅に低下することになる。このため、電荷輸送層表面において電荷輸送
物質の濃度が著しく低下した領域が存在すると、電荷輸送層又は電荷輸送層と保護層の界
面において、電荷輸送性又は電荷注入性が大幅に低下し、残留電位の上昇や感度の劣化、
さらに解像度の低下を引き起こす。
【００５６】
　本発明者らは、電荷輸送物質の濃度傾斜を減少させるには、電荷輸送層の表面領域に存
在する電荷輸送物質の濃度が極端に減少した部分を研磨して除去した後、その上に保護層
を形成することであることを見出した。これにより、残留電位の上昇、感度の低下、解像
度の低下が低減され、耐摩耗性と静電特性の安定化を両立した高耐久性を有する感光体を
得ることが可能となった。特に、耐摩耗性や耐キズ性の向上に有効な硬化型の保護層の場
合には、電荷輸送物質が含有されてはいても、三次元的に架橋された構造を有しているた
め、電荷輸送層から保護層への電荷注入性に対して不利な状況にある。この場合、電荷輸
送層の保護層側界面近傍で電荷輸送物質の濃度が低下し、特に表面領域において濃度を著
しく低下した領域が存在すると、電荷輸送層から保護層への電荷注入性がより一層低下し
、繰り返し使用による残留電位上昇や感度劣化、さらに解像度の低下が顕著に発生するこ
とになる。
【００５７】
　本発明によれば、耐摩耗性や耐キズ性（耐擦傷性）などの向上に有効な硬化型保護層を
最外表面に形成し、その下に形成される電荷輸送層の表面を研磨する方法により、硬化型
保護層を用いる場合の最大の課題であった残留電位上昇や感度劣化が抑制され、高耐久化
と高画質化の両立を実現することが可能となった。
【００５８】
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　これに関連して、背景技術の項で説明した特許文献８の特許第２９３２６７９号公報に
開示されている。また特許文献９の特許第２９９０７８８号公報に開示された発明が知ら
れている。
【００５９】
　本発明は、保護層が真空薄膜ではなく、有機系材料を硬化反応させて得られるものであ
る。そして本発明は感光層を形成後表面が酸化されるような不具合は発生せず、上記した
特許発明の解決すべき課題である真空薄膜特有の現象を対象にしたものと大きく異なって
いる。また、本発明は、電荷輸送層における電荷輸送物質の濃度傾斜を低減させて、保護
層への電荷注入性を高め、残留電位や感度、解像度の低下を抑制することを目的としてお
り、それを実現するためには、電荷輸送層表面を単に粗面化するのではなく、研磨して電
荷輸送物質の濃度が低下した部分を除去することにより、上記目的が達成され、同時に、
粗面化による有機感光体と保護層との密着性（接着性も含む）の効果も得ることができる
。このように、上記特許発明と本発明とは根本的に異なる別異の発明である。
【００６０】
　本発明では、硬化型の保護層は硬度が高いほど耐摩耗性に有利であるが、その下に形成
される電荷輸送層との硬度の差が大きくなると感光体にかかる応力により保護層の剥離が
生じ、耐久性が低下する傾向が見られた。これは、電荷輸送層の平滑性が高いことや電荷
輸送層に含有されるシリコーンオイル等のレベリング剤が電荷輸送層の表面に移行するた
めと考えられる。本発明では電荷輸送層の研磨により、電荷輸送物質の濃度傾斜を低減さ
せる効果だけでなく、電荷輸送層表面の平滑性を低減させ、保護層との接触面積（かつア
ンカーリング効果により接着強度）を増加させることができ、さらに電荷輸送層表面に移
行したレベリング剤を研磨により除去することが可能であるため、電荷輸送層と硬化型保
護層の接着性は良好に維持することができる。また、これにより、硬化型保護層の硬度を
さらに高めることが可能となり、感光体の耐摩耗性の向上と共に、感光体の高耐久性の向
上に対し大きな効果を得ることができる。
【００６１】
　次に、本発明の感光体について、図面に沿って以下に説明する。
　図１は、導電性支持体上に、電荷発生物質を主成分とする電荷発生層と、電荷輸送物質
及びバインダー樹脂を主成分とする電荷輸送層と、電荷輸送性構造を有さないラジカル重
合性化合物と電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化反応させることによっ
て形成された保護層とが積層された構成となっている。なお、保護層を形成する前に電荷
輸送層表面が研磨処理されている。また、図２のように、導電性支持体と電荷発生層との
間に、下引き層が形成されていてもよい。
【００６２】
　導電性支持体としては、体積抵抗１０10Ω・ｃｍ以下の導電性を示すものが挙げられ、
例えば、アルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金等の金属、酸化
スズ、酸化インジウム等の金属酸化物を、蒸着又はスパッタリングにより、フィルム状又
は円筒状のプラスチック、紙に被覆したもの；アルミニウム、アルミニウム合金、ニッケ
ル、ステンレス等の板及びそれらを、押し出し、引き抜き等の工法で素管化後、切削、超
仕上げ、研摩等の表面処理した管等を使用することができる。また、特開昭５２－３６０
１６号公報に開示されたエンドレスニッケルベルト、エンドレスステンレスベルトも導電
性支持体として用いることができる。
【００６３】
　さらに、上記の導電性支持体上に導電性粉体をバインダー樹脂に分散させて導電性層を
形成（塗工などを用いて形成）したものも、導電性支持体として用いることができる。こ
のような導電性粉体としては、カーボンブラック、アセチレンブラック；アルミニウム、
ニッケル、鉄、ニクロム、銅、亜鉛、銀等の金属粉、導電性酸化スズ、ＩＴＯ等の金属酸
化物粉体等が挙げられる。また、同時に用いられるバインダー樹脂としては、ポリスチレ
ン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－
無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重



(12) JP 4763547 B2 2011.8.31

10

20

30

40

50

合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリレート、フェノキシ樹脂、ポリカ
ーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチルセルロース樹脂、ポリビニルブチラール、ポリ
ビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）、アクリル樹
脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、ア
ルキッド樹脂等の熱可塑性、熱硬化性樹脂、光硬化性樹脂が挙げられる。導電性層は、導
電性粉体とバインダー樹脂を、テトラヒドロフラン、ジクロロメタン、メチルエチルケト
ン、トルエン等の溶剤に分散させて塗布することにより設けることができる。
【００６４】
　さらに、ポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリスチレン、ポリ塩化ビ
ニリデン、ポリエチレン、塩化ゴム、ポリテトラフルオロエチレン系フッ素樹脂等の素材
に導電性粉体を含有させた熱収縮チューブを用いて、円筒基体上に導電性層を設けたもの
も、導電性支持体として用いることができる。
【００６５】
　次に、感光層について説明する。
　感光層は、少なくとも電荷発生層及び電荷輸送層が順次積層されることによって構成さ
れている。
　電荷発生層は、電荷発生物質を主成分とする層である。電荷発生層には、公知の電荷発
生物質を用いることが可能であり、例えば、モノアゾ顔料、ジスアゾ顔料、非対称ジスア
ゾ顔料、トリスアゾ顔料等のアゾ顔料；チタニルフタロシアニン、銅フタロシアニン、バ
ナジルフタロシアニン、ヒドロキシガリウムフタロシアニン、無金属フタロシアニン等の
フタロシアニン系顔料；ペリレン系顔料、ペリノン系顔料、インジゴ顔料、ピロロピロー
ル顔料、アントラキノン顔料、キナクリドン系顔料、キノン系縮合多環化合物、スクエア
リウム顔料等が挙げられる。電荷発生物質は、単独で用いても２種以上混合して用いても
よい。
　必要に応じて、電荷発生層に用いられるバインダー樹脂としては、ポリアミド、ポリウ
レタン、エポキシ樹脂、ポリケトン、ポリカーボネート、シリコーン樹脂、アクリル樹脂
、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、ポリスチレン、ポ
リスルホン、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）、ポリアクリルアミド、ポリビニルベンザ
ール、ポリエステル、フェノキシ樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニ
ル、ポリフェニレンオキシド、ポリアミド、ポリビニルピリジン、セルロース系樹脂、カ
ゼイン、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン等が挙げられる。
【００６６】
　バインダー樹脂の添加量は、電荷発生物質１００重量部に対して、通常、０～５００重
量部であり、１０～３００重量部が好ましい。
【００６７】
　電荷発生層は、電荷発生物質を、必要に応じて、バインダー樹脂と共に、ボールミル、
アトライター、サンドミル、超音波等の公知の分散方法を用いて溶剤中に分散した塗工液
を、導電性支持体上又は下引き層上に塗布、乾燥することにより形成される。なお、バイ
ンダー樹脂の添加は、電荷発生物質の分散前及び分散後のどちらでも構わない。
【００６８】
　ここで用いられる溶剤としては、イソプロパノール、アセトン、メチルエチルケトン、
シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、ジオキサン、エチルセルソルブ、酢酸エチル、
酢酸メチル、ジクロロメタン、ジクロロエタン、モノクロロベンゼン、シクロヘキサン、
トルエン、キシレン、リグロイン等の一般に用いられる有機溶剤が挙げられるが、中でも
、ケトン系溶媒、エステル系溶媒、エーテル系溶媒を使用することが好ましい。これらは
、単独で用いても２種以上混合して用いてもよい。
【００６９】
　電荷発生層の塗工液は、電荷発生物質、溶媒及びバインダー樹脂を主成分とするが、そ
の中には、増感剤、分散剤、界面活性剤、シリコーンオイル等の添加剤が含まれていても
よい。
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　電荷発生層は上記塗工液を用いて塗工し、乾燥することにより得られるが、この塗工方
法としては、浸漬塗工法、スプレーコート、ビードコート、ノズルコート、スピナーコー
ト、リングコート等の公知の方法を用いることができる。電荷発生層の膜厚は、通常、０
．０１～５μｍ程度であり、０．１～２μｍが好ましい。また塗工後の乾燥はオーブン等
を用いて加熱乾燥される。電荷発生層の乾燥温度は、５０～１６０℃であることが好まし
く、８０～１４０℃がさらに好ましい。
【００７０】
　電荷輸送層は、電荷輸送物質及びバインダー樹脂を溶剤に溶解又は分散した塗工液を、
塗工し、乾燥することにより形成される。また、電荷輸送層の塗工液には、必要に応じて
、単独又は２種以上の可塑剤、レベリング剤、酸化防止剤、滑剤等の添加剤を添加しても
よい。
【００７１】
　電荷輸送物質には、正孔輸送物質と電子輸送物質とがある。電子輸送物質としては、例
えば、クロルアニル、ブロムアニル、テトラシアノエチレン、テトラシアノキノジメタン
、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロ－９－フ
ルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン、２，４，８－トリニトロチオキ
サントン、２，６，８－トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，２－ｂ〕チオフェン－４－オ
ン、１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５－ジオキサイド、ベンゾキノン
誘導体等の電子受容性物質が挙げられる。
　正孔輸送物質としては、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）及びその誘導体、ポリ（γ－
カルバゾリルエチルグルタメート）及びその誘導体、ピレン－ホルムアルデヒド縮合物及
びその誘導体、ポリビニルピレン、ポリビニルフェナントレン、ポリシラン、オキサゾー
ル誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、モノアリールアミン誘導体、
ジアリールアミン誘導体、トリアリールアミン誘導体、スチルベン誘導体、α－フェニル
スチルベン誘導体、アミノビフェニル誘導体、ベンジジン誘導体、ジアリールメタン誘導
体、トリアリールメタン誘導体、９－スチリルアントラセン誘導体、ピラゾリン誘導体、
ジビニルベンゼン誘導体、ヒドラゾン誘導体、インデン誘導体、ブタジエン誘導体、ピレ
ン誘導体等、ビススチルベン誘導体、エナミン誘導体等の材料が挙げられる。これらの電
荷輸送物質は、単独又は２種以上混合して用いられる。これらの中でも、下記構造式に示
されるスチルベン構造を含む化合物が、残留電位低減や感度劣化を抑制する上で特に有効
である。
【００７２】
【化２】

【００７３】
　式（１）中、ｎは０又は１であり、Ａｒ3及びＡｒ4は、置換もしくは無置換のアリール
基、又は置換もしくは無置換の複素環基を表わし、Ｒ6～Ｒ8は、それぞれ独立して、水素
原子、置換もしくは無置換のアルキル基、置換もしくは無置換のアルコキシ基、置換もし
くは無置換のアリール基、又は置換もしくは無置換の複素環基を表わし、Ｒ7、Ｒ8は、互
いに結合して環を形成してもよく、Ａｒ5は、置換もしくは無置換のアリーレン基を表わ
す。
【００７４】
　以下に一般式（１）の具体例を示すが、本発明はこれらの具体例に限定されるものでは
ない。
【００７５】
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【００７６】



(15) JP 4763547 B2 2011.8.31

10

20

30

【表２】

【００７７】



(16) JP 4763547 B2 2011.8.31

10

20

30

【表３】

【００７８】



(17) JP 4763547 B2 2011.8.31

10

20

30

【表４】

【００７９】



(18) JP 4763547 B2 2011.8.31

10

20

30

【表５】

【００８０】



(19) JP 4763547 B2 2011.8.31

10

20

30

【表６】
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【表１３】

【００８８】
　バインダー樹脂としては、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチ
レン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩
化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポ
リアリレート、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチルセルロ
ース樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ（
Ｎ－ビニルカルバゾール）、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹
脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂等の熱可塑性又は熱硬化性樹脂が挙
げられるが、中でも、ポリカーボネート及びポリアリレートが好ましい。
【００８９】
　用いられる溶剤としては、テトラヒドロフラン、ジオキサン、トルエン、シクロヘキサ
ノン、メチルエチルケトン、キシレン、アセトン、ジエチルエーテル、メチルエチルケト
ン等が用いられる。これらは、単独で使用してもよく、また２種以上混合して使用しても
よい。電荷輸送物質の濃度分布は、用いる溶剤によって異なる傾向が見られるが、本発明
においては、電荷輸送層が形成された後に研磨処理を行うため、溶剤は、特に限定されな
い。
【００９０】
　電荷輸送層は前記塗工液を用いて塗工した後にオーブン等で加熱乾燥させて得られる。
その際、より高い温度で乾燥した方が表面の濃度は高くなり、より均一化される傾向を示
すように、乾燥温度によって電荷輸送物質の濃度分布状態は影響される。ただし、用いる
電荷輸送物質によって、乾燥温度を高くすることにより残留電位が上昇する傾向を示すも
のも存在する。これは、熱の印加によって電荷輸送物質自体に影響があるためと考えられ
る。本発明において、電荷輸送層の乾燥温度は、このように電荷輸送層の塗工液に含有さ
れる溶剤の種類によって異なるが、８０～１５０℃であることが好ましく、１００～１４
０℃がさらに好ましい。
【００９１】
　電荷輸送物質の含有量は、バインダー樹脂１００重量部に対して、通常、２０～３００
重量部であり、４０～１５０重量部が好ましい。電荷輸送物質の含有量が多い方が、電荷
輸送層表面の電荷輸送物質の濃度が高くなるが、その場合でも電荷輸送物質の濃度傾斜は
形成されており、電荷発生層側よりも表面側の方が電荷輸送物質の濃度が低くなる。
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【００９２】
　電荷輸送層の膜厚は、解像度や応答性の点から、１５～５０μｍであることが好ましく
、２０～３０μｍがさらに好ましい。ただし、電荷輸送物質の濃度傾斜は、電荷輸送層の
膜厚が増加するに伴い増大する傾向を示す。さらに、電荷輸送層の膜厚の増加に伴い、電
荷輸送層表面における電荷輸送物質の濃度低下が顕著に見られる領域も増大するため、電
荷輸送層表面における研磨量は、多くする必要がある。
【００９３】
　電荷輸送層の表面における電荷輸送物質の濃度が著しく低下した領域は、電荷輸送層の
膜厚依存性があるため、電荷輸送層の表面における研磨量Ａ［μｍ］は、電荷輸送層の膜
厚Ｂ［μｍ］によって制御する必要がある。このとき、電荷輸送層の膜厚Ｂ［μｍ］に対
する電荷輸送層の表面における研磨量Ａ［μｍ］の比Ａ／Ｂは、０．０４～０．４である
ことが好ましい。これにより、電荷輸送物質の濃度低下が顕著に見られる表面領域を削り
取ることができ、その結果、残留電位の上昇、感度の劣化、解像度の低下等の影響を抑制
することができる。
【００９４】
　電荷輸送層の表面を研磨する方法としては、電荷輸送層表面の電荷輸送層物質の濃度が
低下した領域を削り取ることが可能であれば、特に限定されない。このような研磨方法と
しては、液体を介在させる湿式研磨方法、研磨物を電荷輸送層表面に摺擦させる機械的研
磨方法等が挙げられるが、研磨精度や混入物の影響から、後者の機械的研磨方法を採用す
ることが好ましい。具体的には、化学繊維（ポリアミド（商品名ナイロン）、レーヨン、
フッ素樹脂（たとえばポリテトラフルオロエチレン：テフロン（登録商標）など）、ポリ
エステル、アクリル、ポリプロピレン等）、ガラス繊維、ステンレススチール繊維、フェ
ルト、ゴム、布等を用いたブラシ研磨やバフ研磨、圧力によって粉体である研磨剤を吹き
付けるサンドブラストの他に、ラッピングフィルム、ラッピングシート、サンドペーパー
等を用いて研磨する方法が挙げられる。但し、電荷輸送層が均一に研磨される必要がある
ため、装置を用いた精密研磨によることが好ましい。具体的には、電荷輸送層が表面に形
成された導電性支持体を定速回転させ、電荷輸送層表面にラッピングフィルムを当接させ
ることによって研磨を行うことができる。研磨後は、粒度が小さいラッピングフィルムに
変更することによって、リフェイス処理を行うことも可能である。
【００９５】
　なお、本発明において、電荷輸送層における電荷輸送物質の濃度傾斜を計測する方法と
しては、ＦＴ－ＩＲ（Fourier Transform Infrared Spectroscopy：フーリエ変換赤外分
光）のＡＴＲ（Attenuated Total Reflectance：全反射法）法を用いることができる。感
光体の保護層及び電荷輸送層を斜めに切断し、その切断面をμ－ＡＴＲ法により等間隔で
分析を行い、得られたＩＲスペクトルの電荷輸送物質のピーク強度とバインダー樹脂のピ
ーク強度との比から電荷輸送物質の濃度を定量化することができ、これによって濃度分布
を得ることができる。また、支持体上に電荷輸送層又は保護層を単独膜として塗工し、乾
燥した後に膜を剥がし、それらの表面又は裏面を前記したＡＴＲ法により分析することに
よって界面における電荷輸送物質の濃度を定量化することができる。なお、分析時の赤外
線の潜り込み深さは、用いる結晶板によって異なるが、概ねサブミクロン～２μｍ程度の
範囲であり、電荷輸送層及び保護層の界面における電荷輸送物質の濃度の検知範囲は、２
μｍ以下である。
【００９６】
　次に、本発明の感光体に使用される保護層について説明する。
　本発明において使用される保護層とは、電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合
物と、電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化反応させることによって形成
された硬化型保護層を意味している。
【００９７】
　以下に、硬化型保護層について説明する。硬化型保護層は、硬化型保護層塗布液を用い
て得られるがその塗布液の構成材料について説明する。硬化型保護層は、耐摩耗性を維持
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物と電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を架橋させて得られる。電荷輸送性構
造を有さないラジカル重合性モノマーとしては、ラジカル重合性官能基数が３個（３官能
）以上有する重合性モノマーであることが好ましい。これにより、架橋密度を向上させる
ことができ、その結果、耐摩耗性が向上する。
【００９８】
　本発明において、電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマーは、
トリアリールアミン、ヒドラゾン、ピラゾリン、カルバゾール等の正孔輸送性構造、縮合
多環キノン、ジフェノキノン、シアノ基、ニトロ基等を有する電子吸引性芳香族環等の電
子輸送性構造を有しておらず、且つラジカル重合性官能基を３個以上有するモノマーを挙
げることができる。ラジカル重合性官能基は、炭素－炭素２重結合（Ｃ＝Ｃ）を有し、ラ
ジカル重合可能な基であれば、特に限定されない。ラジカル重合性官能基としては、例え
ば、下記に示す１－置換エチレン官能基（１）および、１，１－置換エチレン官能基（２
）等を有する化合物が挙げられる。
【００９９】
（１）１－置換エチレン官能基
　１－置換エチレン官能基としては、例えば、下記式で表される官能基が挙げられる。
【０１００】
【化３】

【０１０１】
（式中、Ｘ1は、置換基を有していてもよいフェニレン基、ナフチレン基等のアリーレン
基、置換基を有していてもよいアルケニレン基、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、
【０１０２】
【化４】

【０１０３】
（式中、Ｒ10は、水素原子、メチル基、エチル基等のアルキル基、ベンジル基、ナフチル
メチル基、フェネチル基等のアラルキル基、フェニル基、ナフチル基等のアリール基を表
す。）又は－Ｓ－基などの２価の基を表す。）
　これらの置換基は、具体的には、ビニル基、スチリル基、２－メチル－１，３－ブタジ
エニル基、ビニルカルボニル基、アクリロイルオキシ基、アクリロイルアミド基、ビニル
チオ基等が挙げられる。
【０１０４】
（２）１，１－置換エチレン官能基
　１，１－置換エチレン官能基としては、例えば、下記式で表される官能基が挙げられる
。
【０１０５】
【化５】

【０１０６】
（式中、Ｙは、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していてもよいアラル
キル基、置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチル基等のアリール基、ハロゲン基
、シアノ基、ニトロ基、メトキシ基、エトキシ基等のアルコキシ基、
【０１０７】
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【化６】

【０１０８】
（式中、Ｒ11は、水素原子、置換基を有していてもよいメチル基、エチル基等のアルキル
基、置換基を有していてもよいベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基、置換基を有
していてもよいフェニル基、ナフチル基等のアリール基又は
【０１０９】

【化７】

【０１１０】
（Ｒ12及びＲ13は、それぞれ独立に、水素原子、置換基を有していてもよいメチル基、エ
チル基等のアルキル基、置換基を有していてもよいベンジル基、ナフチルメチル基、フェ
ネチル基等のアラルキル基又は置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチル基等のア
リール基を表す。）を表す。また、Ｘ2は、上記（１）のＸ1と同一の官能基、単結合又は
アルキレン基を表す。ただし、Ｙ及びＸ2の少なくとも一方は、オキシカルボニル基、シ
アノ基、アルケニレン基又は２価の芳香環基を含む。）
【０１１１】
　これらの（２）１，１－置換エチレン官能基で表される置換基を具体的に例示すると、
α－塩化アクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキシ基、α－シアノエチレン基、α－
シアノアクリロイルオキシ基、α－シアノフェニレン基、メタクリロイルアミノ基等が挙
げられる。
【０１１２】
　なお、これらＸ1、Ｘ2及びＹを有してもよい置換基としては、例えば、ハロゲン基、ニ
トロ基、シアノ基；メチル基、エチル基等のアルキル基；メトキシ基、エトキシ基等のア
ルコキシル基；フェノキシ基等のアリールオキシ基；フェニル基、ナフチル基等のアリー
ル基；ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基等が挙げられる。中でも、アクリロイ
ルオキシ基及びメタクリロイルオキシ基の少なくとも１つの基が好ましい。３個以上の（
メタ）アクリロイルオキシ基を有する化合物は、例えば、水酸基がその分子中に３個以上
ある化合物と、アクリル酸（またはアクリル塩）、アクリル酸ハロゲン化物、またはアク
リル酸エステルとを、エステル反応又はエステル交換反応させることにより得ることがで
きる。また、３個以上のメタクリロイルオキシ基を有する化合物なども同様にして得るこ
とができる。さらに、ラジカル重合性官能基を３個以上有する化合物中のラジカル重合性
官能基は、同一でも異なっていてもよい。
【０１１３】
　電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性化合物としては、例えば、トリ
メチロールプロパントリアクリレート（ＴＭＰＴＡ）、トリメチロールプロパントリメタ
クリレート、トリメチロールプロパンアルキレン変性トリアクリレート、トリメチロール
プロパンエチレンオキシ変性（以後ＥＯ変性）トリアクリレート、トリメチロールプロパ
ンプロピレンオキシ変性（以後ＰＯ変性）トリアクリレート、トリメチロールプロパンカ
プロラクトン変性トリアクリレート、トリメチロールプロパンアルキレン変性トリメタク
リレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリ
レート（ＰＥＴＴＡ）、グリセロールトリアクリレート、グリセロールエピクロロヒドリ
ン変性（以後ＥＣＨ変性）トリアクリレート、グリセロールＥＯ変性トリアクリレート、
グリセロールＰＯ変性トリアクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレー
ト、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＤＰＨＡ）、ジペンタエリスリトール
カプロラクトン変性ヘキサアクリレート、ジペンタエリスリトールヒドロキシペンタアク
リレート、アルキル化ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、アルキル化ジペンタ
エリスリトールテトラアクリレート、アルキル化ジペンタエリスリトールトリアクリレー
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ト、ジメチロールプロパンテトラアクリレート（ＤＴＭＰＴＡ）、ペンタエリスリトール
エトキシテトラアクリレート、リン酸ＥＯ変性トリアクリレート、２，２，５，５－テト
ラヒドロキシメチルシクロペンタノンテトラアクリレート等が挙げられ、これらは、単独
で使用することもでき、又、２種以上を併用しても差し支えない。
【０１１４】
　また、電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性化合物は、硬化型保護層
中に緻密な架橋結合を形成するために、ラジカル重合性官能基数に対する分子量の比が２
５０以下であることが望ましい。この比が２５０より大きい場合、硬化型保護層は、耐摩
耗性が低下することがある。このため、上記例示したモノマー等中、ＥＯ、ＰＯ、カプロ
ラクトン等の変性した基を有するモノマーにおいて、極端に長い変性基を有するものだけ
で使用することは好ましくない。
【０１１５】
　また、硬化型保護層中の電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマ
ーの含有量は、通常、２０～８０重量％であり、３０～７０重量％が好ましい。この含有
量が２０重量％未満では、硬化型保護層の３次元架橋結合密度が低くなり、耐摩耗性が不
十分となることがある。また、この含有量が８０重量％を超えると、電気的特性が劣化す
ることがある。使用されるプロセスによって要求される電気特性や耐摩耗性が異なり、そ
れに伴い、感光体の硬化型保護層の膜厚も異なるため一概には言えないが、両特性のバラ
ンスを考慮すると、上記の含有量は、３０～７０重量％が好ましい。
【０１１６】
　硬化型保護層に用いられる電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、静電特性
の安定性や膜質の点から、ラジカル重合性官能基数が１（１官能）であることが好ましい
。１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、トリアリールアミン、ヒド
ラゾン、ピラゾリン、カルバゾール等の正孔輸送性構造、縮合多環キノン、ジフェノキノ
ン、シアノ基、ニトロ基等を有する電子吸引性芳香族環等の電子輸送性構造を有し、且つ
１個のラジカル重合性官能基を有する化合物を意味する。ラジカル重合性官能基としては
、前述の電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性化合物と同様のものが挙げられ、アク
リロイルオキシ基又はメタクリロイルオキシ基が好ましい。また、電荷輸送性構造として
は、トリアリールアミン構造が高い効果を有し、中でも下記一般式（２）又は（３）の構
造で示される化合物を用いた場合、感度、残留電位等の電気的特性が良好に持続される。
【０１１７】
【化８】

【０１１８】
　式（２）～（３）中、Ｒ1は水素原子、ハロゲン基、置換基を有してもよいアルキル基
、置換基を有してもよいアラルキル基、置換基を有してもよいアリール基、シアノ基、ニ
トロ基、アルコキシ基、
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　－ＣＯＯＲ7

（Ｒ7は、水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアラルキ
ル基又は置換基を有してもよいアリール基を表す。）ハロゲン化カルボニル基又は
　ＣＯＮＲ8Ｒ9

（Ｒ8及びＲ9は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン基、置換基を有してもよいアルキ
ル基、置換基を有してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基を表す。
）を表す。またＡｒ1及びＡｒ2は、それぞれ独立に、置換若しくは無置換のアリーレン基
を表す。Ａｒ3及びＡｒ4は、それぞれ独立に、置換若しくは無置換のアリール基を表す。
Ｘは、単結合、置換若しくは無置換のアルキレン基、置換若しくは無置換のシクロアルキ
レン基、置換若しくは無置換のオキシアルキレン基、オキシ基、チオ基、ビニレン基を表
す。Ｚは、置換若しくは無置換のアルキレン基、置換若しくは無置換のオキシアルキレン
基又はアルキレンオキシカルボニル基を表す。ｍ及びｎは、それぞれ独立に、０～３の整
数を表す。）
【０１１９】
　以下に、一般式（２）及び（３）で表されるさらに具体的な例を示す。
　一般式（２）及び（３）のＲ1において、アルキル基としては、メチル基、エチル基、
プロピル基、ブチル基等、アリール基としては、フェニル基、ナフチル基等が、アラルキ
ル基としては、ベンジル基、フェネチル基、ナフチルメチル基等、アルコキシル基として
は、メトキシル基、エトキシル基、プロポキシル基等がそれぞれ挙げられ、これらは、ハ
ロゲン基、ニトロ基、シアノ基；メチル基、エチル基等のアルキル基；メトキシル基、エ
トキシル基等のアルコキシル基；フェノキシ基等のアリールオキシ基；フェニル基、ナフ
チル基等のアリール基；ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基等で置換されていて
もよい。中でも、Ｒ1は、水素原子又はメチル基であることが好ましい。
【０１２０】
　Ａｒ3、Ａｒ4において、アリール基としては、縮合多環式炭化水素基、非縮合環式炭化
水素基、複素環基等が挙げられる。
【０１２１】
　縮合多環式炭化水素基は、環を形成する炭素数が１８以下であることが好ましく、例え
ば、ペンタニル基、インデニル基、ナフチル基、アズレニル基、ヘプタレニル基、ビフェ
ニレニル基、ａｓ－インダセニル基、ｓ－インダセニル基、フルオレニル基、アセナフチ
レニル基、プレイアデニル基、アセナフテニル基、フェナレニル基、フェナントリル基、
アントリル基、フルオランテニル基、アセフェナントリレニル基、アセアントリレニル基
、トリフェニレル基、ピレニル基、クリセニル基、ナフタセニル基等が挙げられる。
【０１２２】
　非縮合環式炭化水素基としては、置換基を有していてもよいフェニル基、ジフェニルエ
ーテル基、ポリエチレンジフェニルエーテル基、ジフェニルチオエーテル基及びジフェニ
ルスルホン基等の単環式炭化水素化合物の１価基、ビフェニル基、ポリフェニル基、ジフ
ェニルアルカン、ジフェニルアルケン、ジフェニルアルキン、トリフェニルメタン、ジス
チリルベンゼン、１，１－ジフェニルシクロアルカン、ポリフェニルアルカン、ポリフェ
ニルアルケン等の非縮合多環式炭化水素化合物の１価の基、９，９－ジフェニルフルオレ
ン等の環集合炭化水素化合物の１価基が挙げられる。
【０１２３】
　複素環基としては、カルバゾール、ジベンゾフラン、ジベンゾチオフェン、オキサジア
ゾール、チアジアゾール等の１価基が挙げられる。
【０１２４】
　また、Ａｒ3及びＡｒ4において、アリール基は、以下に示すような置換基を有してもよ
い。
（１）ハロゲン基、シアノ基、ニトロ基等。
（２）アルキル基
　Ｃ1～Ｃ12、好ましくは、Ｃ1～Ｃ8、さらに好ましくはＣ1～Ｃ4の直鎖又は分岐鎖のア
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ルキル基であり、さらにフルオロ基、水酸基、シアノ基、Ｃ1～Ｃ4のアルコキシル基、フ
ェニル基又はハロゲン基、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基若しくはＣ1～Ｃ4のアルコキシル基で置
換されたフェニル基を有していてもよい。具体的には、メチル基、エチル基、ｎ－ブチル
基、イソプロピル基、ｔ－ブチル基、ｓ－ブチル基、ｎ－プロピル基、トリフルオロメチ
ル基、２－ヒドロキエチル基、２－エトキシエチル基、２－シアノエチル基、２－メトキ
シエチル基、ベンジル基、４－クロロベンジル基、４－メチルベンジル基、４－フェニル
ベンジル基等が挙げられる。
【０１２５】
（３）アルコキシ基（－ＯＲ2）
　Ｒ2は、（２）で定義したアルキル基または芳香族の一価の基を表す。具体的には、メ
トキシル基、エトキシル基、ｎ－プロポキシル基、イソプロポキシル基、ｔ－ブトキシル
基、ｎ－ブトキシル基、ｓ－ブトキシル基、イソブトキシル基、２－ヒドロキシエトキシ
ル基、ベンジルオキシ基、トリフルオロメトキシル基等が挙げられる。
【０１２６】
（４）アリールオキシ基
　アリール基としては、フェニル基、ナフチル基が挙げられる。これらのアリール基は、
Ｃ1～Ｃ4のアルコキシル基、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基又はハロゲン基を置換基として含有し
てもよい。具体的には、フェノキシ基、１－ナフチルオキシ基、２－ナフチルオキシ基、
４－メトキシフェノキシ基、４－メチルフェノキシ基等が挙げられる。
【０１２７】
（５）アルキルメルカプト基又はアリールメルカプト基（チオエーテル基）
　具体的には、メチルチオ基、エチルチオ基、フェニルチオ基、ｐ－メチルフェニルチオ
基等が挙げられる。
【０１２８】
（６）－ＮＲ3Ｒ4

　Ｒ3及びＲ4は、それぞれ独立に、水素原子、（２）で定義したアルキル基又はアリール
基を表す。アリール基は、フェニル基、ビフェニル基又はナフチル基であり、これらはＣ

1～Ｃ4のアルコキシル基、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基又はハロゲン基を置換基として含有して
もよい。Ｒ3及びＲ4は、環を形成してもよい。具体的には、アミノ基、ジエチルアミノ基
、Ｎ－メチル－Ｎ－フェニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジ（トリ
ール）アミノ基、ジベンジルアミノ基、ピペリジノ基、モルホリノ基、ピロリジノ基等が
挙げられる。
【０１２９】
（７）アルキレンジオキシ基又はアルキレンジチオ基
　メチレンジオキシ基又はメチレンジチオ基等が挙げられる。
【０１３０】
（８）置換又は無置換のスチリル基、置換又は無置換のβ－フェニルスチリル基
　ジフェニルアミノフェニル基、ジトリルアミノフェニル基等が挙げられる。
【０１３１】
　Ａｒ1及びＡｒ2で表わされるアリーレン基としては、Ａｒ3及びＡｒ4で表されるアリー
ル基から誘導される２価基が挙げられる。
【０１３２】
　Ｘは、単結合、置換若しくは無置換のアルキレン基、置換若しくは無置換のシクロアル
キレン基、置換若しくは無置換のオキシアルキレン基、オキシ基、チオ基、ビニレン基を
表す。
【０１３３】
　置換若しくは無置換のアルキレン基としては、Ｃ1～Ｃ12、好ましくはＣ1～Ｃ8、さら
に好ましくはＣ1～Ｃ4の直鎖又は分岐鎖のアルキレン基であり、これらのアルキレン基は
さらにフルオロ基、水酸基、シアノ基、Ｃ1～Ｃ4のアルコキシル基、フェニル基又はハロ
ゲン基、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基若しくはＣ1～Ｃ4のアルコキシル基で置換されたフェニル
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基を有していてもよい。具体的には、メチレン基、エチレン基、ｎ－ブチレン基、イソプ
ロピレン基、ｔ－ブチレン基、ｓ－ブチレン基、ｎ－プロピレン基、トリフルオロメチレ
ン基、２－ヒドロキシエチレン基、２－エトキシエチレン基、２－シアノエチレン基、２
－メトキシエチレン基、ベンジリデン基、フェニルエチレン基、４－クロロフェニルエチ
レン基、４－メチルフェニルエチレン基、４－ビフェニルエチレン基等が挙げられる。
【０１３４】
　置換若しくは無置換のシクロアルキレン基としては、Ｃ5～Ｃ7の環状アルキレン基が挙
げられ、これらの環状アルキレン基は、フルオロ基、水酸基、Ｃ1～Ｃ4のアルキル基、Ｃ

1～Ｃ4のアルコキシル基を有していてもよい。具体的には、シクロヘキシリデン基、シク
ロへキシレン基、３，３－ジメチルシクロヘキシリデン基等が挙げられる。
【０１３５】
　置換若しくは無置換のオキシアルキレン基としては、エチレンオキシ、プロピレンオキ
シ、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、テトラエチレ
ングリコール、トリプロピレングリコールを表わし、アルキレン基は、ヒドロキシル基、
メチル基、エチル基等の置換基を有していてもよい。
【０１３６】
　ビニレン基は、下記一般式で表される。
【０１３７】
【化９】

【０１３８】
　ここで、Ｒ5は水素、アルキル基（前記（２）で定義されるアルキル基と同じ）、アリ
ール基（前記Ａｒ3及びＡｒ4で表わされるアリール基と同じ）、ａは、１又は２であり、
ｂは１～３を表す。
【０１３９】
　Ｚは、置換若しくは無置換のアルキレン基、置換若しくは無置換のオキシアルキレン基
またはアルキレンオキシカルボニル基を表わす。
　置換若しくは無置換のアルキレン基としては、Ｘのアルキレン基と同様のものが挙げら
れる。
　置換若しくは無置換のオキシアルキレン基としては、Ｘのオキシアルキレン基と同様の
ものが挙げられる。
　アルキレンオキシカルボニル基としては、カプロラクトン変性２価基が挙げられる。
【０１４０】
　また、１官能の電荷輸送構造を有するラジカル重合性化合物は、下記一般式（３）の構
造の化合物が好ましい。
【０１４１】
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【０１４２】
　式（４）中、ｏ、ｐ及びｑは、それぞれ独立に、０又は１を表し、Ｒａは、水素原子又
はメチル基を表し、Ｒｂ及びＲｃは、それぞれ独立に、炭素数１～６のアルキル基を表す
。ｓ及びｔは、それぞれ独立に、０～３の整数を表す。Ｚａは、単結合、メチレン基、エ
チレンまたは下記の２価の基を表す。
【０１４３】

【化１１】

【０１４４】
　一般式（４）において、Ｒｂ及びＲｃは、メチル基又はエチル基であることが好ましい
。
【０１４５】
　本発明で用いられる上記一般式（２）及び（３）、特に（４）の電荷輸送構造を有する
１官能のラジカル重合性化合物は、炭素－炭素間の二重結合が開いて重合するため、末端
構造とはならず、連鎖重合体中に組み込まれ、電荷輸送構造を有さない３官能以上のラジ
カル重合性化合物との反応で架橋形成された重合体中では、高分子の主鎖中に存在し、か
つ主鎖－主鎖間の架橋鎖中に存在（この架橋鎖には、１つの高分子と他の高分子間の分子
間架橋鎖と、１つの高分子内で折り畳まれた状態の主鎖のある部位と、主鎖中でこれから
離れた位置に重合したモノマー由来の他の部位とが架橋される分子内架橋鎖がある）する
。このような主鎖中に存在する場合であっても、また架橋鎖中に存在する場合であっても
、鎖部分から懸下するトリアリールアミン構造は、窒素原子から放射状方向に配置する少
なくとも３つのアリール基を有し、これはバルキーであるが、鎖部分に直接結合しておら
ず鎖部分からカルボニル基等を介して懸下しているため立体的位置取りに融通性のある状
態で固定されているので、これらトリアリールアミン構造は、重合体中で相互に程よく隣
接する空間配置が可能である。このため、分子内の構造的歪みが少なく、また、感光体の
表面層とされた場合に、電荷輸送経路の断絶を比較的免れた分子内構造を採りうるものと
推測される。
【０１４６】
　電荷輸送性構造を有する１官能のラジカル重合性化合物の具体例を以下に示すが、これ
らの構造の化合物に限定されるものではない。
【０１４７】
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【化１２】

【０１４８】
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【化１３】

【０１４９】
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【化１４】

【０１５０】
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【化１５】

【０１５１】
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【０１５２】
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【化１７】

【０１５３】
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【０１５４】
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【０１５５】
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【化２０】

【０１５６】
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【化２１】

【０１５７】
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【化２２】

【０１５８】
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【化２３】

【０１５９】
　また、本発明で用いられる電荷輸送性構造を有する１官能のラジカル重合性化合物は、
硬化型保護層の電荷輸送性能を付与するために重要であり、この成分は硬化型保護層に対
し２０～８０重量％、好ましくは３０～７０重量％である。この成分が２０重量％未満で
は硬化型保護層の電荷輸送性能が充分に保てず、繰り返し使用することによって、感度低
下、残留電位上昇などの電気特性の劣化が現れる。また、８０重量％を超えると、電荷輸
送構造を有さない３官能以上のラジカル重合性化合物の含有量が低下し、架橋結合密度の
低下を招き高い耐摩耗性が発揮されない。使用されるプロセスによって要求される電気特
性や耐摩耗性が異なり、それに伴い、感光体の硬化型保護層の膜厚も異なるため一概には
言えないが、両特性のバランスを考慮すると３０～７０重量％が好ましい。
【０１６０】
　本発明の硬化型保護層は、以上に説明したように、電荷輸送性構造を有さない３官能以
上のラジカル重合性化合物と１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬
化したものが特に有効であるが、１官能及び２官能のラジカル重合性モノマー並びにラジ
カル重合性オリゴマーを用いることも可能であり、材料によっては非常に有効な場合があ
る。これらのラジカル重合性モノマー、オリゴマーとしては、公知のものが利用できる。
【０１６１】
　１官能のラジカル重合性モノマーとしては、例えば、２－エチルヘキシルアクリレート
、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、テトラヒ
ドロフルフリルアクリレート、２－エチルヘキシルカルビトールアクリレート、３－メト
キシブチルアクリレート、ベンジルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、イソア
ミルアクリレート、イソブチルアクリレート、メトキシトリエチレングリコールアクリレ
ート、フェノキシテトラエチレングリコールアクリレート、セチルアクリレート、イソス
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テアリルアクリレート、ステアリルアクリレート、および前記アクリレートのモノマーを
メタクリレートのモノマーにしたモノマーおよびスチレンモノマーなどが挙げられる。
【０１６２】
　２官能のラジカル重合性モノマーとしては、例えば、１，３－ブタンジオールジアクリ
レート、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジメタクリレ
ート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリ
レート、ジエチレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート
、ビスフェノールＡ－ＥＯ変性ジアクリレート、ビスフェノールＦ－ＥＯ変性ジアクリレ
ート、ネオペンチルグリコールジアクリレートなどおよび前記アクリレートのモノマーを
メタクリレートのモノマーにしたモノマーが挙げられる。
【０１６３】
　機能性モノマーとしては、例えば、オクタフルオロペンチルアクリレート、２－パーフ
ルオロオクチルエチルアクリレート、２－パーフルオロオクチルエチルメタクリレート、
２－パーフルオロイソノニルエチルアクリレートなどのフッ素原子を置換したもの、特公
平５－６０５０３号公報、特公平６－４５７７０号公報記載のシロキサン繰り返し単位：
２０～７０のアクリロイルポリジメチルシロキサンエチル、メタクリロイルポリジメチル
シロキサンエチル、アクリロイルポリジメチルシロキサンプロピル、アクリロイルポリジ
メチルシロキサンブチル、ジアクリロイルポリジメチルシロキサンジエチルなどのポリシ
ロキサン基を有するビニルモノマー、アクリレート及びメタクリレートが挙げられる。
【０１６４】
　ラジカル重合性オリゴマーとしては、例えば、エポキシアクリレート系、ウレタンアク
リレート系、ポリエステルアクリレート系オリゴマーが挙げられる。
【０１６５】
　但し、１官能及び２官能のラジカル重合性モノマーやラジカル重合性オリゴマーを多量
に含有させると硬化型保護層の３次元架橋結合密度が実質的に低下し、耐摩耗性の低下を
招く。このため、これらのモノマーやオリゴマーの含有量は、電荷輸送性構造を有さない
３官能以上のラジカル重合性化合物１００重量部に対して、５０重量部以下、好ましくは
３０重量部以下に制限される。また、必要に応じて、硬化反応を効率よく進行させるため
に、硬化型保護層塗布液中に重合開始剤を含有させてもよい。
【０１６６】
　熱重合開始剤としては、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジヒドロパーオキサイド
、ジクミルパーオキサイド、ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキサイ
ド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（パーオキシベンゾイル）ヘキシン－３、ジ－ｔ－ブ
チルパーオキサイド、ｔ－ブチルヒドロパーオキサイド、クメンヒドロパーオキサイド、
ラウロイルパーオキサイド、２，２－ビス（４，４－ジ－ｔ－ブチルパーオキシシクロヘ
キシ）プロパンなどの過酸化物系開始剤、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビスシクロ
ヘキサンカルボニトリル、アゾビスイソ酪酸メチル、アゾビスイソブチルアミジン塩酸塩
、４，４’－アゾビス－４－シアノ吉草酸などのアゾ系開始剤が挙げられる。
【０１６７】
　光重合開始剤としては、ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジ
フェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン、４－
（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、２－
ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタノン－１、２－
ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、２－メチル－２－モルフォ
リノ（４－メチルチオフェニル）プロパン－１－オン、１－フェニル－１，２－プロパン
ジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシム、などのアセトフェノン系またはケタ
ール系光重合開始剤、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテ
ル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、などのベンゾイ
ンエーテル系光重合開始剤、ベンゾフェノン、４－ヒドロキシベンゾフェノン、ｏ－ベン
ゾイル安息香酸メチル、２－ベンゾイルナフタレン、４－ベンゾイルビフェニル、４－ベ
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ンゾイルフェニールエーテル、アクリル化ベンゾフェノン、１，４－ベンゾイルベンゼン
、などのベンゾフェノン系光重合開始剤、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロ
チオキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、
２，４－ジクロロチオキサントン、などのチオキサントン系光重合開始剤、その他の光重
合開始剤としては、エチルアントラキノン、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニ
ルホスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルエトキシホスフィ
ンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイ
ド、ビス（２，４－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィ
ンオキサイド、メチルフェニルグリオキシエステル、９，１０－フェナントレン、アクリ
ジン系化合物、トリアジン系化合物、イミダゾール系化合物、が挙げられる。また、光重
合促進効果を有するもの（たとえば光増感剤）を単独でまたは上記光重合開始剤と併用し
て用いることもできる。例えば、トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミン、４
－ジメチルアミノ安息香酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、安息香酸（
２－ジメチルアミノ）エチル、４，４’－ジメチルアミノベンゾフェノンなどが挙げられ
る。
【０１６８】
　これらの重合開始剤は１種単独で用いるか又は２種以上を併用してもよい。重合開始剤
の含有量は、ラジカル重合性を有する化合物の総量１００重量部に対して、０．５～４０
重量部の範囲で、好ましくは１～２０重量部である。
【０１６９】
　更に、本発明の硬化型保護層塗工液は、必要に応じて、各種可塑剤（応力緩和や接着性
向上を目的として添加される）、レベリング剤、低分子電荷輸送物質等の添加剤が含有で
きる。これらの添加剤は、公知のものが使用可能であり、可塑剤としては、ジブチルフタ
レート、ジオクチルフタレート等の一般の樹脂に使用されているものが利用可能で、その
使用量は、塗工液の総固形分に対して、２０重量％以下、好ましくは１０重量％以下に抑
えられる。また、レベリング剤としては、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシ
リコーンオイル等のシリコーンオイル類や、側鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリ
マーあるいはオリゴマーが利用でき、その使用量は、塗工液の総固形分に対して、３重量
％以下が適当である。
【０１７０】
　硬化型保護層は、上記の電荷輸送構造を有さないラジカル重合性化合物と電荷輸送性構
造を有するラジカル重合性化合物を含有する塗工液を、後に記載の電荷輸送層上に塗布、
硬化することにより形成される。このような塗工液は、ラジカル重合性化合物が液体であ
る場合、これに他の成分を溶解して塗布することも可能であるが、必要に応じて溶媒によ
り希釈して塗布される。
【０１７１】
　このとき用いられる溶媒としては、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノー
ル等のアルコール系、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロ
ヘキサノン等のケトン系、酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル系、テトラヒドロフラン
、ジオキサン、プロピルエーテル等のエーテル系、ジクロロメタン、ジクロロエタン、ト
リクロロエタン、クロロベンゼン等のハロゲン系、ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳
香族系、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、セロソルブアセテート等のセロソルブ系
等が挙げられる。これらの溶媒は、一種単独で又は２種以上を混合して用いてもよい。溶
媒による希釈率は、組成物の溶解性、塗工法、目的とする膜厚により変わり、任意である
。塗布は、浸漬塗工法、スプレーコート、ビードコート、リングコート法等を用いて行う
ことができる。
【０１７２】
　本発明においては、硬化型保護層の塗工液を塗布後、外部からエネルギーを与えて硬化
させ、硬化型保護層を形成するが、このとき用いられる外部エネルギーとしては熱、光、
放射線等をあげることができる。熱エネルギーを印加する方法としては、空気、窒素等の
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気体、蒸気、あるいは各種熱媒体などによる方法（たとえば接触法）、赤外線、電磁波（
たとえば照射法）を用い、塗工表面側あるいは支持体側から加熱することによって行なわ
れる。加熱温度は、１００～１７０℃が好ましい。加熱温度が１００℃未満では反応速度
が遅く、完全に硬化反応が終了しないことがあり、１７０℃より高温では硬化反応が不均
一に進行し硬化型保護層中に大きな歪みや多数の未反応残基、反応停止末端が発生するこ
とがある。硬化反応を均一に進めるために、１００℃未満の比較的低温で加熱し、更に１
００℃以上に加温して反応を完結させる方法も有効である。
【０１７３】
　光エネルギーを照射または印加する方法としては、主に紫外光に発光波長をもつ高圧水
銀灯やメタルハライドランプなどのＵＶ照射光源を用いて照射または印加してもよく、ま
たラジカル重合性含有物や光重合開始剤の吸収波長に合わせ可視光光源を選択して照射等
することも可能である。照射光量は５０～１０００ｍＷ／ｃｍ2が好ましい。照射光量が
５０ｍＷ／ｃｍ2未満では硬化反応に時間を要し、また１０００ｍＷ／ｃｍ2より強いと反
応の進行が不均一となり、硬化型保護層表面に局部的な皺が発生したり、多数の未反応残
基、反応停止末端が生ずる可能性があり、また、急激な架橋により内部応力が大きくなり
、クラックや膜剥がれの原因となる可能性がある。放射線を照射または印加する方法とし
ては、電子線、プラズマまたは放射性同位元素（たとえばコバルト６０など）を線源とす
るものを用いるものが挙げられる。これらのエネルギーの中で、反応速度制御の容易さ、
装置の簡便さから熱及び光のエネルギーを用いたものが有用である。
【０１７４】
　本発明の硬化型保護層の膜厚は、１～１０μｍが好ましく、さらに好ましくは２～８μ
ｍである。１０μｍより厚い場合、前述のようにクラックや膜剥がれが発生しやすくなる
。また本発明では、８μｍ以下ではその余裕度がさらに向上するため架橋密度を高くする
ことが可能であり、さらに耐摩耗性を高める材料選択や硬化条件の設定が可能となるので
好ましい。一方、ラジカル重合反応は酸素阻害を受けやすく、すなわち大気に接した表面
では酸素によるラジカルトラップの影響で架橋が進まなかったり、不均一になりやすい。
この影響が顕著に現れるのは表層１μｍ未満であり、この膜厚以下の硬化型保護層は耐摩
耗性の低下や不均一な摩耗が起こりやすい。また、硬化型保護層塗工時において下層の電
荷輸送層成分の混入が生ずる可能性がある。硬化型保護層の塗布膜厚が薄いと層全体に混
入物が拡がり、硬化反応の阻害や架橋密度の低下をもたらす。これらの理由から、本発明
の硬化型保護層は１μｍ以上の膜厚で良好な耐摩耗性、耐傷性を有するが、繰り返しの使
用において局部的に下層の電荷輸送層まで削れた部分ができるとその部分の摩耗が増加し
、帯電性や感度変動から中間調画像の濃度むらが発生しやすい。従って、より長寿命、高
画質化のためには硬化型保護層の膜厚を２μｍ以上８μｍ以下にすることが望ましい。
【０１７５】
　本発明においては、更に電荷発生層、電荷輸送層、硬化型保護層を順次積層した構成に
おいて、最表面の硬化型保護層が有機溶剤に対して、不溶性である場合、飛躍的な耐摩耗
性、耐傷性が達成されることを特徴としている。この有機溶剤に対する溶解性を試験する
方法としては、感光体の表面層上に高分子物質に対する溶解性の高い有機溶剤、例えば、
テトラヒドロフラン、ジクロロメタン等を１滴滴下し、自然乾燥後に感光体表面形状の変
化を実体顕微鏡で観察する方法を挙げることができる。この試験を採用すれば耐溶剤性を
判定できる。溶解性あるいは膨潤性の保護層を有する感光体は、液滴の中心部分が凹状に
なり周囲が逆に盛り上がる現象、電荷輸送物質が析出し結晶化による白濁やくもり生ずる
現象、表面が膨潤しその後収縮することで皺が発生する現象などの変化が現れる。それに
対し、不溶性あるいは非膨潤性の感光体は上記のような現象がみられず、滴下前と全く変
化が現れない。
【０１７６】
　本発明の構成において、硬化型保護層を有機溶剤に対して、不溶性にするには、（１）
硬化型保護層塗工液の組成物、それらの含有割合の調整、（２）硬化型保護層塗工液の希
釈溶媒、固形分濃度の調整、（３）硬化型保護層の塗工方法の選択、（４）硬化型保護層
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の硬化条件の制御などが挙げられ、これらをコントロールすることが重要であるが、一つ
の因子で達成される訳ではない。
【０１７７】
　硬化型保護層塗工液の組成物としては、前述した電荷輸送性構造を有さないラジカル重
合性化合物及び電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物以外に、ラジカル重合性官
能基を有さないバインダー樹脂、酸化防止剤、可塑剤等の添加剤を多量に含有させると、
架橋密度の低下、反応により生じた硬化物と上記添加物との相分離が生じ、有機溶剤に対
して、可溶性となる傾向が高くなる。具体的には塗工液の総固形分に対して、上記総含有
量を２０重量％以下に抑えることが重要である。また、架橋密度を小さくしないために、
１官能又は２官能のラジカル重合性モノマー、反応性オリゴマー、反応性ポリマーにおい
ても、総含有量を、電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性化合物に対し
て、２０重量％以下とすることが望ましい。
【０１７８】
　さらに、２官能以上の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を多量に含有させ
ると、嵩高い構造体が複数結合して架橋構造中に固定されるため歪みを生じやすく、微小
な硬化物の集合体となりやすい。このことが原因で有機溶剤に対し可溶性（膨潤性）（耐
溶剤性の低下）となることがある。化合物構造によって異なるが、２官能以上の電荷輸送
性構造を有するラジカル重合性化合物の含有量は、１官能の電荷輸送性構造を有するラジ
カル重合性化合物に対して、１０重量％以下にすることが好ましい。
【０１７９】
　硬化型保護層塗工液の希釈溶媒に関しては、蒸発速度の遅い溶剤を用いた場合、残留す
る溶媒が硬化の妨げとなったり、下層成分の混入量を増加させることがあり、不均一硬化
や硬化密度の低下をもたらす場合がある。このため有機溶剤に対して、可溶性（耐溶剤性
が低下）となりやすい。これを防止するため溶媒として具体的には、テトラヒドロフラン
、テトラヒドロフランとメタノール混合溶媒、酢酸エチル、メチルエチルケトン、エチル
セロソルブ等の使用が有用であるが、塗工法と合わせて選択される。
【０１８０】
　また、固形分濃度に関しては、同様な理由で低すぎる場合、有機溶剤に対し可溶性（耐
溶剤性の低下）となりやすい。逆に膜厚、塗工液粘度の制限から上限濃度の制約をうける
。具体的には、１０～５０重量％の範囲で用いることが望ましい。硬化型保護層の塗工方
法としては、同様な理由で塗工膜形成時の溶媒含有量、溶媒との接触時間を少なくする方
法が好ましく、具体的にはスプレーコート法、塗工液量を規制したリングコート法が好ま
しい。また、下層成分の混入量を抑えるために、電荷輸送層として高分子電荷輸送物質を
用いたり、硬化型保護層の塗工溶媒に対し不溶性の中間層を設けたりすることも有効であ
る。
【０１８１】
　硬化型保護層の硬化条件としては、加熱又は光照射のエネルギーが低いと、硬化が完全
に終了せず、有機溶剤に対し溶解性があがる可能性がある。逆に非常に高いエネルギーに
より硬化させた場合、硬化反応が不均一となり、未架橋部やラジカル停止部の増加や微小
な硬化物の集合体となりやすくなり、その結果、有機溶剤に対し溶解性（耐溶剤性の低下
）となることがある。有機溶剤に対し不溶性化するには、熱硬化の条件としては１００～
１７０℃、１０分～３時間が好ましく、光照射による硬化条件（たとえばＵＶ光照射によ
る硬化条件）としては５０～１０００ｍＷ／ｃｍ2、５秒～５分で且つ温度上昇を５０℃
以下に制御し、不均一な硬化反応を抑えることが望ましい。
【０１８２】
　本発明において硬化型保護層を有機溶剤に対し不溶性にする手法について例示すると、
例えば、塗工液として、３つのアクリロイルオキシ基を有するアクリレートモノマーと、
一つのアクリロイルオキシ基を有するトリアリールアミン化合物を使用する場合、これら
の使用割合は７：３から３：７であり、また、重合開始剤をこれらアクリレート化合物全
量に対し３～２０重量％添加し、さらに溶媒を加えて塗工液を調製する。また硬化型保護
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層の下層となる電荷輸送層において、電荷輸送物質としてトリアリールアミン系ドナー、
及びバインダー樹脂としてポリカーボネートを使用し、表面層をスプレー塗工により形成
する場合、上記塗工液の溶媒として、テトラヒドロフラン、２－ブタノン、酢酸エチル等
が好ましく、その使用割合は、アクリレート化合物全量に対し３倍量～１０倍量である。
【０１８３】
　次いで、例えば、アルミシリンダー等の導電性の支持体上に、下引き層、電荷発生層、
上記電荷輸送層を順次積層した感光体上に、上記調製した塗工液をスプレー等により塗布
する。その後、自然乾燥又は比較的低温で短時間乾燥し（２５～８０℃、１～１０分間）
、エネルギーの印加、たとえばＵＶ照射あるいは加熱して硬化させる。
【０１８４】
　ＵＶ照射の場合、メタルハライドランプ等を用いるが、照度は５０ｍＷ／ｃｍ2以上、
１０００ｍＷ／ｃｍ2以下、時間としては５秒から５分程度が好ましく、ドラム温度は５
０℃を越えないように制御する。
【０１８５】
　熱硬化の場合、加熱温度は１００～１７０℃が好ましく、例えば加熱手段として送風型
オーブンを用い、加熱温度を１５０℃に設定した場合、加熱時間は２０分～３時間である
。
【０１８６】
　硬化終了後は、さらに残留溶媒低減のため１００～１５０℃で１０分～３０分加熱して
、本発明の感光体を得る。
【０１８７】
　本発明の感光体においては、導電性支持体と電荷発生層との間に下引き層を設けること
ができる。これら下引き層は一般には樹脂を主成分とするが、これらの樹脂はその上に感
光層を溶剤で塗布することを考えると、一般の有機溶剤に対して耐溶剤性の高い樹脂であ
るものを使用することが望ましい。このような樹脂としては、ポリビニルアルコール、カ
ゼイン、ポリアクリル酸ナトリウム等の水溶性樹脂、共重合ポリアミド（共重合ナイロン
）、メトキシメチル化ポリアミド（ナイロン）等のアルコール可溶性樹脂、ポリウレタン
、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド－メラミン樹脂、イソシアネート、エポキ
シ樹脂等、三次元網目構造を形成する硬化型樹脂等が挙げられる。また、下引き層にはモ
アレ防止、残留電位の低減等のために酸化チタン、シリカ、アルミナ、酸化ジルコニウム
、酸化スズ、酸化インジウム等で例示できる金属酸化物の微粉末顔料を加えてもよい。
【０１８８】
　これらの下引き層は、前述の多層型感光層を形成する際に使用したような適当な溶媒及
び塗工法を用いて形成することができる。更に本発明の下引き層として、シランカップリ
ング剤、チタンカップリング剤、クロムカップリング剤等を使用することもできる。この
他、本発明の下引き層には、Ａｌ2Ｏ3を陽極酸化法により設けたものや、ポリパラキシリ
レン（パリレン）等の有機物、ＳｉＯ2、ＳｎＯ2、ＴｉＯ2、ＩＴＯ、ＣｅＯ2等の無機物
を真空薄膜作成法を用いて設けたものも良好に使用できる。このほかにも下引き層の材料
として公知のものを用いることができる。下引き層の膜厚は０～５μｍ（０より大きく５
以下）が適当である。
【０１８９】
　本発明の感光体において、導電性支持体と下引き層の間もしくは下引き層と電荷発生層
との間に中間層を設けることも可能である。中間層には、一般にバインダー樹脂を主成分
として用いる。これら樹脂としては、ポリアミド、アルコール可溶性ポリアミド（可溶性
ナイロン）、水溶性ポリビニルブチラール、ポリビニルブチラール、ポリビニルアルコー
ル等が挙げられる。中間層の形成法としては、前記した方法、さらに公知の塗布法が採用
される。なお、中間層の厚さは、０．０５～２μｍが適当である。
【０１９０】
　本発明においては、耐環境性の改善のため、とりわけ、感度低下、残留電位の上昇を防
止する目的で、電荷発生層、電荷輸送層、下引き層、保護層、中間層等の少なくとも１層
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に、酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤、低分子電荷輸送物質及びレベリング剤を
添加することができる。これらの化合物の代表的な材料を以下に記す。
【０１９１】
　各層に添加できる酸化防止剤として、例えば下記のものが挙げられるがこれらに限定さ
れるものではない。
（ａ）フェノール系化合物
　２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ブチル化ヒドロキシアニソール、２，６－
ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、ｎ－オクタデシル－３－（４’－ヒドロキシ－
３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレン－ビス－（４－メチル－
６－ｔ－ブチルフェノ－ル）、２，２’－メチレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチ
ルフェノール）、４，４’－チオビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４
，４’－ブチリデンビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、１，１，３－ト
リス－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－
トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）
ベンゼン、テトラキス－［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロ
キシフェニル）プロピオネート］メタン、ビス［３，３’－ビス（４’－ヒドロキシ－３
’－ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアッシド］クリコールエステル、トコフェロール類
など。
（ｂ）パラフェニレンジアミン類
　Ｎ－フェニル－Ｎ’－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ
－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－フェニル－Ｎ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレ
ンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチ
ル－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミンなど。
（ｃ）ハイドロキノン類
　２，５－ジ－ｔ－オクチルハイドロキノン、２，６－ジドデシルハイドロキノン、２－
ドデシルハイドロキノン、２－ドデシル－５－クロロハイドロキノン、２－ｔ－オクチル
－５－メチルハイドロキノン、２－（２－オクタデセニル）－５－メチルハイドロキノン
など。
（ｄ）有機硫黄化合物類
　ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリル－３，３’－チオジプロ
ピオネート、ジテトラデシル－３，３’－チオジプロピオネートなど。
（ｅ）有機燐化合物類
　トリフェニルホスフィン、トリ（ノニルフェニル）ホスフィン、トリ（ジノニルフェニ
ル）ホスフィン、トリクレジルホスフィン、トリ（２，４－ジブチルフェノキシ）ホスフ
ィンなど。
【０１９２】
　各層に添加できる可塑剤として、例えば下記のものが挙げられるがこれらに限定される
ものではない。
（ａ）リン酸エステル系可塑剤
　リン酸トリフェニル、リン酸トリクレジル、リン酸トリオクチル、リン酸オクチルジフ
ェニル、リン酸トリクロルエチル、リン酸クレジルジフェニル、リン酸トリブチル、リン
酸トリ－２－エチルヘキシル、リン酸トリフェニルなど。
（ｂ）フタル酸エステル系可塑剤
　フタル酸ジメチル、フタル酸ジエチル、フタル酸ジイソブチル、フタル酸ジブチル、フ
タル酸ジヘプチル、フタル酸ジ－２－エチルヘキシル、フタル酸ジイソオクチル、フタル
酸ジ－ｎ－オクチル、フタル酸ジノニル、フタル酸ジイソノニル、フタル酸ジイソデシル
、フタル酸ジウンデシル、フタル酸ジトリデシル、フタル酸ジシクロヘキシル、フタル酸
ブチルベンジル、フタル酸ブチルラウリル、フタル酸メチルオレイル、フタル酸オクチル
デシル、フマル酸ジブチル、フマル酸ジオクチルなど。
（ｃ）芳香族カルボン酸エステル系可塑剤
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　トリメリット酸トリオクチル、トリメリット酸トリ－ｎ－オクチル、オキシ安息香酸オ
クチルなど。
（ｄ）脂肪族二塩基酸エステル系可塑剤
　アジピン酸ジブチル、アジピン酸ジ－ｎ－ヘキシル、アジピン酸ジ－２－エチルヘキシ
ル、アジピン酸ジ－ｎ－オクチル、アジピン酸－ｎ－オクチル－ｎ－デシル、アジピン酸
ジイソデシル、アジピン酸ジカプリル、アゼライン酸ジ－２－エチルヘキシル、セバシン
酸ジメチル、セバシン酸ジエチル、セバシン酸ジブチル、セバシン酸ジ－ｎ－オクチル、
セバシン酸ジ－２－エチルヘキシル、セバシン酸ジ－２－エトキシエチル、コハク酸ジオ
クチル、コハク酸ジイソデシル、テトラヒドロフタル酸ジオクチル、テトラヒドロフタル
酸ジ－ｎ－オクチルなど。
（ｅ）脂肪酸エステル誘導体
　オレイン酸ブチル、グリセリンモノオレイン酸エステル、アセチルリシノール酸メチル
、ペンタエリスリトールエステル、ジペンタエリスリトールヘキサエステル、トリアセチ
ン、トリブチリンなど。
（ｆ）オキシ酸エステル系可塑剤
　アセチルリシノール酸メチル、アセチルリシノール酸ブチル、ブチルフタリルブチルグ
リコレート、アセチルクエン酸トリブチルなど。
（ｇ）エポキシ可塑剤
　エポキシ化大豆油、エポキシ化アマニ油、エポキシステアリン酸ブチル、エポキシステ
アリン酸デシル、エポキシステアリン酸オクチル、エポキシステアリン酸ベンジル、エポ
キシヘキサヒドロフタル酸ジオクチル、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジデシルなど。
（ｈ）二価アルコールエステル系可塑剤
　ジエチレングリコールジベンゾエート、トリエチレングリコールジ－２－エチルブチラ
ートなど。
（ｉ）含塩素可塑剤
　塩素化パラフィン、塩素化ジフェニル、塩素化脂肪酸メチル、メトキシ塩素化脂肪酸メ
チルなど。
（ｊ）ポリエステル系可塑剤
　ポリプロピレンアジペート、ポリプロピレンセバケート、ポリエステル、アセチル化ポ
リエステルなど。
（ｋ）スルホン酸誘導体
　ｐ－トルエンスルホンアミド、ｏ－トルエンスルホンアミド、ｐ－トルエンスルホンエ
チルアミド、ｏ－トルエンスルホンエチルアミド、トルエンスルホン－Ｎ－エチルアミド
、ｐ－トルエンスルホン－Ｎ－シクロヘキシルアミドなど。
（ｌ）クエン酸誘導体
　クエン酸トリエチル、アセチルクエン酸トリエチル、クエン酸トリブチル、アセチルク
エン酸トリブチル、アセチルクエン酸トリ－２－エチルヘキシル、アセチルクエン酸－ｎ
－オクチルデシルなど。
（ｍ）その他
　ターフェニル、部分水添ターフェニル、ショウノウ、２－ニトロジフェニル、ジノニル
ナフタリン、アビエチン酸メチルなど。
【０１９３】
　各層に添加できる滑剤としては、例えば下記のものが挙げられるがこれらに限定される
ものではない。
（ａ）炭化水素系化合物
　流動パラフィン、パラフィンワックス、マイクロワックス、低重合ポリエチレンなど。
（ｂ）脂肪酸系化合物
　ラウリン酸、ミリスチン酸、パルチミン酸、ステアリン酸、アラキジン酸、ベヘン酸な
ど。
（ｃ）脂肪酸アミド系化合物
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　ステアリルアミド、パルミチルアミド、オレインアミド、メチレンビスステアロアミド
、エチレンビスステアロアミドなど。
（ｄ）エステル系化合物
　脂肪酸の低級アルコールエステル、脂肪酸の多価アルコールエステル、脂肪酸ポリグリ
コールエステルなど。
（ｅ）アルコール系化合物
　セチルアルコール、ステアリルアルコール、エチレングリコール、ポリエチレングリコ
ール、ポリグリセロールなど。
（ｆ）金属石けん
　ステアリン酸鉛、ステアリン酸カドミウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸カル
シウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウムなど。
（ｇ）天然ワックス
　カルナウバロウ、カンデリラロウ、蜜ロウ、鯨ロウ、イボタロウ、モンタンロウなど。
（ｈ）その他
　シリコーン化合物、フッ素化合物など。
【０１９４】
　各層に添加できる紫外線吸収剤として、例えば下記のものが挙げられるがこれらに限定
されるものではない。
（ａ）ベンゾフェノン系
　２－ヒドロキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，４
－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノ
ン、２，２’－ジヒドロキシ４－メトキシベンゾフェノンなど。
（ｂ）サルシレート系
　フェニルサルシレート、２，４ジ－ｔ－ブチルフェニル３，５－ジ－ｔ－ブチル４ヒド
ロキシベンゾエートなど。
（ｃ）ベンゾトリアゾール系
　（２’－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、（２’－ヒドロキシ５’－メチル
フェニル）ベンゾトリアゾール、（２’－ヒドロキシ５’－メチルフェニル）ベンゾトリ
アゾール、（２’－ヒドロキシ３’－ターシャリブチル５’－メチルフェニル）５－クロ
ロベンゾトリアゾールなど。
（ｄ）シアノアクリレート系
　エチル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリレート、メチル２－カルボメトキシ３
（パラメトキシ）アクリレートなど。
（ｅ）クエンチャー（金属錯塩系）
　ニッケル（２，２’チオビス（４－ｔ－オクチル）フェノレート）ノルマルブチルアミ
ン、ニッケルジブチルジチオカルバメート、ニッケルジブチルジチオカルバメート、コバ
ルトジシクロヘキシルジチオホスフェートなど。
（ｆ）ＨＡＬＳ（ヒンダードアミン）
　ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，
２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、１－［２－〔３－（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕エチル］－４－〔３－
（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕－２，２，
６，６－テトラメチルピリジン、８－ベンジル－７，７，９，９－テトラメチル－３－オ
クチル－１，３，８－トリアザスピロ〔４，５〕ウンデカン－２，４－ジオン、４－ベン
ゾイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンなど。
【０１９５】
　次に図面を用いて本発明の画像形成装置を詳しく説明する。
　図３は、電子写真プロセス及び本発明の画像形成装置を説明するための概略図であり、
下記のような例も本発明の範疇に属するものである。図３において、感光体２１は、図１
及び図２に示したように、導電性支持体上に、少なくとも電荷発生層と、電荷輸送層と、
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保護層とが順次積層されてなり、電荷輸送層と保護層には電荷輸送物質が含有され、電荷
輸送層の保護層側界面における電荷輸送物質の濃度と保護層の電荷輸送層側界面における
電荷輸送物質の濃度との比が０．６５～１．１の範囲にある。感光体２１はドラム状の形
状を示しているが、シート状、エンドレスベルト状のものであっても良い。帯電チャージ
ャー２３、転写前チャージャー２６、転写チャージャー２９、分離チャージャー３０、ク
リーニング前チャージャー３２には、コロトロン、スコロトロン、固体帯電器（ソリッド
・ステート・チャージャー）のほか、ローラー状の帯電部材あるいはブラシ状の帯電部材
等が用いられ、公知の手段（帯電手段）がすべて使用可能である。
【０１９６】
　帯電部材は、コロナ帯電等の非接触帯電方式やローラーあるいはブラシを用いた帯電部
材による接触帯電方式が一般的であり、本発明ではいずれも有効に使用することが可能で
ある。特に、帯電ローラーは、コロトロンやスコロトロン等に比べてオゾンの発生量を大
幅に低減することが可能であり、感光体の繰り返し使用時の安定性や画質劣化防止に有効
である。しかし、感光体と帯電ローラーとが接触した繰り返し使用によって帯電ローラー
が汚染され、感光体に影響を及ぼし異常画像の発生や耐摩耗性の低下等を助長する原因と
なっていた。特に、本発明による耐摩耗性の高い感光体を用いる場合、表面の（保護層の
）摩耗によりリフェイスしにくいことから、帯電ローラーの汚染を軽減させるため、図３
に示すように、帯電チャージャー２３を感光体２１に対してギャップ（空隙）を介して、
近接配置させることによって、汚染物質が帯電チャージャー２３に付着しにくく、あるい
は除去しやすくなり、それらの影響を軽減することが可能であり、本発明においても有効
に用いることが可能である。この場合、感光体２１と帯電チャージャーとのギャップは小
さい方が好ましく、１００μｍ以下、より好ましくは５０μｍ以下である。しかし、帯電
チャージャー２３を非接触とすることによって、放電が不均一になり、感光体２１の帯電
が不安定になる場合がある。本発明においては、直流成分に交流成分を重畳させることに
よって帯電の安定性を維持し、これによりオゾンの影響（オゾン発生量の低下）、帯電チ
ャージャー２３の汚染の影響及び帯電性の影響を同時に軽減することが可能となり、耐摩
耗性の高い感光体２１と組み合わせて使用することにより、さらなる高耐久化及び高画質
化が実現される。
【０１９７】
　画像露光部２４、除電ランプ２２等の光源には、蛍光灯、タングステンランプ、ハロゲ
ンランプ、水銀灯、ナトリウム灯、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザー（ＬＤ）
、エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）などの発光物全般を用いることができる。これらの
中でも半導体レーザー（ＬＤ）や発光ダイオード（ＬＥＤ）が主に用いられる。所望の波
長域の光のみを照射するために、シャープカットフィルター、バンドパスフィルター、近
赤外カットフィルター、ダイクロイックフィルター、干渉フィルター、色温度変換フィル
ターなどの各種フィルターを用いることもできる。
【０１９８】
　図３に示される工程の他に光照射を併用した転写工程、除電工程、クリーニング工程、
あるいは前露光などの工程を設けることにより、感光体に光源からの光が照射される。但
し、除電工程における感光体への露光は、感光体に与える疲労の影響が大きく、特に帯電
低下や残留電位の上昇を引き起こす場合がある。従って、露光による除電ではなく、帯電
工程やクリーニング工程において逆バイアスを印加することによって除電するように感光
体の高耐久化を図ることがこできる場合には、この除電手段を採用することもできる。
【０１９９】
　電子写真感光体に正（負）帯電を施し、画像露光を行うと、感光体表面上には正（負）
の静電潜像が形成される。これを負（正）極性のトナー（検電微粒子）で現像すれば、ポ
ジ画像が得られるし、また正（負）極性のトナーで現像すれば、ネガ画像が得られる。か
かる現像手段には、公知の方法が適用されるし、また、除電手段にも公知の方法が用いら
れる。
【０２００】
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　転写手段には、一般に前記した帯電器を使用することができ、たとえば図３に示される
ように転写チャージャーと分離チャージャーを併用したものが効果的である。また、この
ような転写手段を用いて、感光体からトナー像を紙に直接転写されるが、本発明の画像形
成装置において感光体上のトナー像を一度中間転写体に転写し、その後中間転写体から紙
に転写する中間転写方式を採用すると感光体の高耐久化あるいは高画質化が図れるため好
ましい。本発明における高耐久性を有する感光体は、前述のとおり耐摩耗性が高いためリ
フェイスしにくく、感光体表面に付着した汚染物質を除去しにくい傾向がある。感光体表
面に付着する汚染物質の中で帯電によって生成する放電物質やトナー中に含まれる外添剤
等は、湿度の影響を拾いやすく異常画像の原因となっているが、このような異常画像の原
因物質に紙粉があり、それらが感光体に付着することによって、異常画像が発生しやすく
なるだけでなく、耐摩耗性を低下させたり、偏摩耗を引き起こしたりする傾向が見られる
。従って本発明では、感光体と紙とが直接接触しない構成を採用することが高画質化の点
から、より好ましい。
【０２０１】
　また、中間転写方式は、フルカラー印刷が可能な画像形成装置に特に有効であり、複数
のトナー像を一度中間転写体上に形成した後に紙などの転写媒体に一度に転写することに
よって、色ズレの防止の制御をしやすく高画質化に対して有効である。しかし、中間転写
方式は、一枚のフルカラー画像を得るのに４回のスキャンが必要となるため、感光体の耐
久性が大きな問題である。本発明における感光体は、高耐久性を有するだけでなく、ドラ
ムヒーターなしに画像ボケが発生しにくいことから中間転写方式の画像形成装置に組み合
わせて用いることが容易であり、特に有効かつ有用である。中間転写体には、ドラム状や
ベルト状など種々の材質あるいは形状のものがあるが、本発明の画像形成装置においては
従来公知である中間転写体のいずれも使用することが可能であり、感光体の高耐久化ある
いは高画質化に対し有効かつ有用である。
【０２０２】
　現像ユニット２５により感光体２１上に現像されたトナーは、転写紙２８に転写され、
感光体２１上に残存するトナーが生ずる。このような残存トナーは、ファーブラシ３３あ
るいはブレード３４により、感光体２１からクリーニング工程により除去される。このク
リーニング工程は、クリーニングブラシだけを用いて行われたり、ブレード単独あるいは
これらを併用して行なわれることもあり、クリーニングブラシにはファーブラシ、マグフ
ァーブラシを始めとする公知のものが用いられる。
【０２０３】
　クリーニング工程は、転写後に感光体上に残ったトナー等を除いて感光体を清浄化する
工程であるが、上記のブレードあるいはブラシ等によって感光体が繰り返し摺擦されるこ
とにより、感光体の摩耗が促進されたり、傷が入って異常画像が発生することがある。ま
た、クリーニング不良によって感光体の表面が汚染されると異常画像発生の原因となるだ
けでなく、感光体の寿命を大幅に低減させることにつながる。特に、耐摩耗性向上のため
にフィラーを含有させた層を最外面に形成させた感光体の場合には、感光体表面に付着し
た汚染物質が除去されにくいことから、フィルミングや異常画像の発生を助長することに
なる。従って、感光体のクリーニング性を高めることは感光体の高耐久化及び高画質化に
対し非常に有効である。
【０２０４】
　感光体のクリーニング性を高める方法としては、感光体表面の摩擦係数を低減させる方
法が知られている。感光体表面の摩擦係数を低減させる方法としては、各種の潤滑性物質
を感光体表面に含有させる方法と、外部より感光体表面に潤滑性物質を供給させる方法と
に分類される。前者はエンジン廻りのレイアウトの自由度が高いため、小径感光体には有
利であるが、繰り返し使用によって摩擦係数は顕著に増加（変化）するため、その持続性
に課題が残されている。一方、後者は潤滑性物質を供給する部品を備える必要があるが、
摩擦係数の安定性は高いことから感光体の高耐久化に対しては有効である。たとえば、潤
滑性物質を現像剤に含有させることによって現像時に感光体に付着させる方法は、エンジ
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ン廻りのレイアウトにも制約を受けずに、感光体表面の摩擦係数低減効果の持続性も高い
ため、感光体の高耐久化及び高画質化に対しては非常に有効な手段である。
【０２０５】
　これらの潤滑性物質としては、シリコーンオイル、フッ素オイル等の潤滑性液体、ＰＴ
ＦＥ、ＰＦＡ、ＰＶＤＦ等の各種フッ素含有樹脂、シリコーン樹脂、ポリオレフィン系樹
脂、シリコングリース、フッ素グリース、パラフィンワックス、脂肪酸エステル類、ステ
アリン酸亜鉛等の脂肪酸金属塩、黒鉛、二硫化モリブデン等の潤滑性液体や固体、粉末等
が挙げられるが、特に現像剤に混合させる場合には粉末状である必要があり、特にステア
リン酸亜鉛は悪影響が少なく、極めて有効に使用することができる。ステアリン酸亜鉛粉
末をトナーに含有させる場合には、それらのバランスやトナーに与える影響を考慮する必
要があり、トナーに対して０．０１～０．５重量％が好ましく、０．１～０．３重量％が
より好ましい。
【０２０６】
　本発明による感光体は、高い耐摩耗性を有するため小径感光体に適用でき、また繰り返
し使用による摩耗変動量を少なくすることが可能となる。従って、上記の感光体がより有
効に用いられる画像形成装置あるいは画像形成装置の方式としては、複数色のトナーに対
応した各々の現像部に対して、対応した複数の感光体を具備し、それによって並列処理を
行う、いわゆるタンデム方式の画像形成装置に極めて有効に使用される。上記タンデム方
式の画像形成装置は、フルカラー印刷に必要とされるイエロー（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、
シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）の少なくとも４色のトナー及びそれらを保持する現像部を
配置し、さらにそれらに対応した少なくとも４本の感光体を具備することによって、従来
のフルカラー印刷が可能な画像形成装置に比べ極めて高速なフルカラー印刷を可能として
いる。
【０２０７】
　図５は、本発明の画像形成装置において好適な方式であるタンデム方式のフルカラー電
子写真装置を説明するための概略図であり、下記するような変形例も本発明の画像形成装
置の範疇に属するものである。図５において、符号（１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ）はドラム
状の感光体であり、使用される感光体は本発明の感光体である。この感光体（１Ｃ，１Ｍ
，１Ｙ，１Ｋ）は図中の矢印方向に回転し、その周りに少なくとも回転順に帯電部材（２
Ｃ，２Ｍ，２Ｙ，２Ｋ）、現像部材（４Ｃ，４Ｍ，４Ｙ，４Ｋ）、クリーニング部材（５
Ｃ，５Ｍ，５Ｙ，５Ｋ）が配置されている。帯電部材（２Ｃ，２Ｍ，２Ｙ，２Ｋ）は、感
光体表面を均一に帯電するための帯電装置を構成する帯電部材である。
【０２０８】
　この帯電部材（２Ｃ，２Ｍ，２Ｙ，２Ｋ）と現像部材（４Ｃ，４Ｍ，４Ｙ，４Ｋ）の間
の感光体裏面側より、図示しない露光部材からのレーザー光（３Ｃ，３Ｍ，３Ｙ，３Ｋ）
が照射され、感光体（１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ）に静電潜像が形成されるようになってい
る。そして、このような感光体（１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ）を中心とした４つの画像形成
要素（６Ｃ，６Ｍ，６Ｙ，６Ｋ）が、転写材搬送手段である転写搬送ベルト（１０）に沿
って並置されている。転写搬送ベルト（１０）は各画像形成ユニット（６Ｃ，６Ｍ，６Ｙ
，６Ｋ）の現像部材（４Ｃ，４Ｍ，４Ｙ，４Ｋ）とクリーニング部材（５Ｃ，５Ｍ，５Ｙ
，５Ｋ）の間で感光体（１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ）に当接しており、転写搬送ベルト（１
０）の感光体側の裏側に当たる面（裏面）には転写バイアスを印加するための転写ブラシ
（１１Ｃ，１１Ｍ，１１Ｙ，１１Ｋ）が配置されている。各画像形成要素（６Ｃ，６Ｍ，
６Ｙ，６Ｋ）は現像装置内部のトナーの色が異なることであり、その他は全て同様の構成
となっている。
【０２０９】
　図５に示す構成のカラー電子写真装置において、画像形成動作は次のようにして行なわ
れる。まず、各画像形成要素（６Ｃ，６Ｍ，６Ｙ，６Ｋ）において、感光体（１Ｃ，１Ｍ
，１Ｙ，１Ｋ）が矢印方向（感光体と連れ周り方向）に回転する帯電部材（２Ｃ，２Ｍ，
２Ｙ，２Ｋ）により帯電され、次に感光体の外側に配置された露光部（図示しない）でレ
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ーザー光（３Ｃ，３Ｍ，３Ｙ，３Ｋ）により、作成する各色の画像に対応した静電潜像が
形成される。
【０２１０】
　次に現像部材（４Ｃ，４Ｍ，４Ｙ，４Ｋ）により潜像を現像してトナー像が形成される
。現像部材（４Ｃ，４Ｍ，４Ｙ，４Ｋ）は、それぞれＣ（シアン），Ｍ（マゼンタ），Ｙ
（イエロー），Ｋ（ブラック）のトナーで現像を行う現像部材で、４つの感光体（１Ｃ，
１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ）上で作られた各色のトナー像は転写紙上で重ねられる。転写紙（７）
は給紙コロ（８）によりトレイから送り出され、一対のレジストローラ（９）で一旦停止
し、上記感光体上への画像形成とタイミングを合わせて転写搬送ベルト（１０）に送られ
る。転写搬送ベルト（１０）上に保持された転写紙（７）は搬送されて、各感光体（１Ｃ
，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ）との当接位置（転写部）で各色トナー像の転写が行なわれる。
【０２１１】
　感光体上のトナー像は、転写ブラシ（１１Ｃ，１１Ｍ，１１Ｙ，１１Ｋ）に印加された
転写バイアスと感光体（１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ）との電位差から形成される電界により
、転写紙（７）上に転写される。そして４つの転写部を通過して４色のトナー像が重ねら
れた記録紙（７）は定着装置（１２）に搬送され、トナーが定着されて、図示しない排紙
部に排紙される。また、転写部で転写されずに各感光体（１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ）上に
残った残留トナーは、クリーニング装置（５Ｃ，５Ｍ，５Ｙ，５Ｋ）で回収される。
【０２１２】
　なお、図５の例では画像形成要素は転写紙搬送方向上流側から下流側に向けて、Ｃ（シ
アン），Ｍ（マゼンタ），Ｙ（イエロー），Ｋ（ブラック）の色の順で並んでいるが、こ
の順番に限るものでは無く、色順は任意に設定されるものである。また、黒色のみの原稿
を作成する際には、黒色以外の画像形成要素（６Ｃ，６Ｍ，６Ｙ）が停止するような機構
を設けることは本発明に特に有効に利用できる。更に、図５において帯電部材は感光体と
当接しているが、図４に示したような帯電機構にすることにより、両者の間に適当なギャ
ップ（１０～２００μｍ程度）を設けてやることにより、両者の摩耗量が低減できると共
に、帯電部材へのトナーフィルミングが少なくて済み良好に使用できる。
【０２１３】
　以上に示すような画像形成手段は、複写装置、ファクシミリ、プリンター内に固定して
組み込まれていてもよく、また、各々の電子写真要素はプロセスカートリッジの形でそれ
ら装置内に組み込まれてもよい。プロセスカートリッジとは、感光体を内蔵し、他に帯電
手段、露光手段、現像手段、転写手段、クリーニング手段、除電手段等から選択される手
段の少なくとも１つを含んだ１つの装置（部品）である。プロセスカートリッジの形状等
は多く挙げられるが、一般的な例として、図６に示すものが挙げられる。感光体１０１は
、図１、図２に示される本発明の感光体である。
【０２１４】
　上記のタンデム方式による画像形成装置は、複数のトナー像を一度に転写できるため高
速フルカラー印刷が実現される。しかし、感光体が少なくとも４本を必要とすることから
、装置の大型化が避けられず、また使用されるトナー量によっては、各々の感光体の摩耗
量に差が生じ、それによって色の再現性が低下したり、異常画像が発生したりするなど多
くの課題を有していた。それに対し、本発明による感光体は、保護層を形成することによ
って高い耐摩耗性を有することから小径感光体でも適用可能であり、かつ残留電位上昇や
感度劣化等の影響が低減されたことから、４本の感光体の使用量が異なっていても、残留
電位や感度の繰り返し使用経時における差が小さく、長期繰り返し使用しても色再現性に
優れたフルカラー画像を得ることが可能となる。
【０２１５】
　以上の図示した電子写真プロセスは、本発明の画像形成装置における動作例示するもの
であって、もちろん他の実施形態でも可能である。
【０２１６】
　[実施例]
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　以下、本発明を、実施例によりさらに詳説するが、本発明は以下の実施例のみに制約さ
れて解釈されるものではない。なお、部はすべて重量部である。
　まず、本発明に用いた１官能の電荷輸送性構造を有する化合物の合成例について説明す
る。
＜１官能の電荷輸送性構造を有する化合物の合成例＞
　本発明における１官能の電荷輸送性構造を有する化合物は、例えば特許第３１６４４２
６号公報記載の方法を用いて、合成される。また、下記にこの一例を示す。
　〈１〉ヒドロキシ基置換トリアリールアミン化合物（下記構造式Ｂ）の合成
　メトキシ基置換トリアリールアミン化合物（下記構造式Ａ：ｐ－メトキシビフェニルビ
ストリルアミン）１１３．８５ｇ（０．３ｍｏｌ）と、ヨウ化ナトリウム１３８ｇ（０．
９２ｍｏｌ）にスルホラン２４０ｍｌを加え、窒素気流中で６０℃に加温した。この液中
にトリメチルクロロシラン９９ｇ（０．９１ｍｏｌ）を１時間かけて滴下し、約６０℃の
温度で４時間半撹拌し反応を終了させた。この反応液にトルエン約１．５Ｌ（リットル）
を加え室温まで冷却し、水と炭酸ナトリウム水溶液で繰り返し洗浄した。その後、このト
ルエン溶液から溶媒を除去し、カラムクロマトグラフィー処理（吸着媒体：シリカゲル、
展開溶媒：トルエン：酢酸エチル＝２０：１）により精製した。得られた淡黄色オイルに
シクロヘキサンを加え、結晶を析出させた。この様にして下記構造式Ｂの白色結晶８８．
１ｇ（収率＝８０．４％）を得た。
　融点：６４．０～６６．０℃
【０２１７】
【表１４】

【０２１８】

【化２４】

【０２１９】
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【化２５】

【０２２０】
　〈２〉トリアリールアミノ基置換アクリレート化合物（化１５中の例示化合物Ｎｏ．５
４）
　上記〈１〉で得られたヒドロキシ基置換トリアリールアミン化合物（構造式Ｂ：ｐ－オ
キシビフェニルビストリルアミン）８２．９ｇ（０．２２７ｍｏｌ）をテトラヒドロフラ
ン４００ｍｌに溶解し、窒素気流中で水酸化ナトリウム水溶液（ＮａＯＨ：１２．４ｇ，
水：１００ｍｌ）を滴下した。この溶液を５℃に冷却し、アクリル酸クロライド２５．２
ｇ（０．２７２ｍｏｌ）を４０分かけて滴下し、その後、５℃で３時間撹拌し反応を終了
させた。この反応液を水に注ぎ、トルエンで抽出し、この抽出液を炭酸水素ナトリウム水
溶液と水で繰り返し洗浄した。その後、このトルエン溶液から溶媒を除去し、カラムクロ
マトグラフィー処理（吸着媒体：シリカゲル、展開溶媒：トルエン）により精製した。得
られた無色のオイルにｎ－ヘキサンを加え、結晶を析出させた。この様にして例示化合物
Ｎｏ．５４（化１５のＮｏ．５４）の白色結晶８０．７３ｇ（収率＝８４．８％）を得た
。
　融点：１１７．５～１１９．０℃
【０２２１】
【表１５】

【０２２２】
　続いて、電子写真感光体の作製方法について説明する。
【実施例１】
【０２２３】
　直径３０ｍｍのアルミニウムシリンダー上に下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層
用塗工液、および電荷輸送層用塗工液を、浸漬塗工法により順次塗布し、オーブンで乾燥
を行い、約３．５μｍの下引き層と、約０．２μｍの電荷発生層と、約２７μｍの電荷輸
送層とを形成した。なお、各層の乾燥条件は、下引き層は１３０℃であり、電荷発生層は
９０℃であり、電荷輸送層は１３５℃であり、各２０分間乾燥した。
【０２２４】
（下引き層用塗工液）
　・酸化チタン（ＣＲ－ＥＬ、純度：９９．７％、平均一次粒径：約０．２５μｍ、比抵
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抗：３．５×１０9Ω・ｃｍ、石原産業（株）製）　５０部
　・アルキッド樹脂（ベッコライトＭ６４０１－５０、固形分：５０％、水酸基価：１３
０、大日本インキ化学工業（株）製）　１４部
　・メラミン樹脂（Ｌ－１４５－６０、固形分：６０％、大日本インキ化学工業（株）製
）　８部
　・２－ブタノン　１２０部
【０２２５】
（電荷発生層用塗工液）
　・図７のＸ線回折スペクトルを示すチタニルフタロシアニン　８部
　・ポリビニルブチラール（ＢＸ－１、積水化学工業（株）製）　５部
　・２－ブタノン　４００部
【０２２６】
（電荷輸送層用塗工液）
　・ポリカーボネート（商品名Ｚポリカ、帝人化成社製）　１０部
　・下記構造式の電荷輸送物質Ａ（酸化電位：０．７６Ｖ（ｖｓ．ＳＣＥ））　７部
【０２２７】
【化２６】

【０２２８】
　・シリコーンオイル（１００ｃＳｔ、信越化学製）　０．００２部
　・テトラヒドロフラン　１００部
【０２２９】
　電荷輸送層を形成したのち乾燥し、図８に示す研磨装置を用いて研磨処理を行った。感
光体の回転速度は、２００ｒｐｍに設定し、研磨物にはラッピングフィルム（スリーエム
製、粒度５μｍ）を使用した。研磨厚（研磨深さ）は、４μｍとした。
【０２３０】
　研磨した電荷輸送層上に下記組成の保護層用塗工液をスプレー塗工によって５μｍの保
護層を形成した。保護層は、スプレー塗工してから２０分間自然乾燥した後、メタルハラ
イドランプ：１６０Ｗ／ｃｍ、照射強度：５００ｍＷ／ｃｍ2、照射時間：６０秒の条件
により光照射を行なって塗布膜を硬化させた。その後、保護層は１３０℃で加熱乾燥した
。保護層を５μｍ形成させるのに、スプレー噴霧を３回塗り重ねて行った。なお、保護層
の乾燥条件は、１５０℃２０分に設定した。
【０２３１】
（保護層用塗工液）
　・電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー（トリメチロールプ
ロパントリアクリレート（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ、日本化薬製）分子量：２９６、
官能基数：３官能、分子量／官能基数＝９９）　１０部
　・１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物（例示化合物Ｎｏ．５４）　
１０部
　・光重合開始剤（１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（イルガキュア
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１８４、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製））　１部
　・テトラヒドロフラン　１００部
【実施例２】
【０２３２】
　実施例１において、電荷輸送層の研磨厚を２μｍにした以外は、すべて実施例１と同様
にして電子写真感光体を作製した。
【実施例３】
【０２３３】
　実施例１において、電荷輸送層の研磨厚を６μｍにした以外は、すべて実施例１と同様
にして電子写真感光体を作製した。
【実施例４】
【０２３４】
　実施例１において、電荷輸送層用塗工液を下記組成のものに変更した以外は、すべて実
施例１と同様にして電子写真感光体を作製した。
（電荷輸送層用塗工液）
　・ポリカーボネート（商品名Ｚポリカ、帝人化成社製）　１０部
　・下記構造式の電荷輸送物質Ｂ（酸化電位：０．７６Ｖ（ｖｓ．ＳＣＥ））
７部
【０２３５】
【化２７】

【０２３６】
　・シリコーンオイル（１００ｃＳｔ、信越化学製）　０．００２部
　・テトラヒドロフラン　１００部
【実施例５】
【０２３７】
　実施例１において、電荷輸送層の膜厚を３０μｍになるように塗工し、研磨厚を７μｍ
にした以外は、すべて実施例１と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【実施例６】
【０２３８】
　実施例５において、研磨厚を３μｍにした以外は、すべて実施例５と同様にして、電子
写真感光体を作製した。
【実施例７】
【０２３９】
　実施例１において、電荷輸送層の膜厚を３３μｍになるように塗工し、研磨厚を１０μ
ｍにした以外は、すべて実施例１と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【実施例８】
【０２４０】
　実施例７において、研磨厚を６μｍにした以外は、すべて実施例７と同様にして、電子
写真感光体を作製した。
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【実施例９】
【０２４１】
　実施例１において、電荷輸送層の膜厚を２４μｍになるように塗工し、研磨厚を１μｍ
にした以外は、すべて実施例１と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【実施例１０】
【０２４２】
　実施例９において、研磨厚を５μｍにした以外は、すべて実施例９と同様にして、電子
写真感光体を作製した。
【実施例１１】
【０２４３】
　実施例１において、電荷輸送層の膜厚を２０μｍになるように塗工し、研磨厚を１μｍ
にした以外は、すべて実施例１と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【実施例１２】
【０２４４】
　実施例１において、保護層塗工液に含有される電荷輸送性構造を有さない３官能以上の
ラジカル重合性モノマーを、下記のモノマーに換え、１官能の電荷輸送性構造を有するラ
ジカル重合性化合物を例示化合物Ｎｏ．１３８、１０部に換えた以外は、すべて実施例１
と同様にして電子写真感光体を作製した。
　・電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー：ペンタエリスリト
ールテトラアクリレート（ＳＲ－２９５，化薬サートマー製　分子量：３５２、官能基数
：４官能、分子量／官能基数＝８８）　１０部
【実施例１３】
【０２４５】
　実施例１において、保護層塗工液に含有される電荷輸送性構造を有さない３官能以上の
ラジカル重合性モノマーを下記のとおりに変更した以外は、すべて実施例１と同様にして
、電子写真感光体を作製した。
　・電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー：カプロラクトン変
性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０、日
本化薬製　分子量：１９４７、官能基数：６官能、分子量／官能基数＝３２５　１０部
【実施例１４】
【０２４６】
　実施例１において、保護層用塗工液に含有される電荷輸送性構造を有さない３官能以上
のラジカル重合性モノマーを下記のモノマーに換え、光重合開始剤を下記の化合物１部に
換えた以外は、すべて実施例１と同様にして電子写真感光体を作製した。
　・電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー：カプロラクトン変
性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－６０、日本
化薬製：分子量：１２６３、官能基数：６官能、分子量／官能基数＝２１１　１０部
　・光重合開始剤：２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン（イルガ
キュア６５１、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製）　１部
【実施例１５】
【０２４７】
　実施例１において、保護層塗工液に含有される電荷輸送性構造を有するラジカル重合性
化合物を、１官能性の例示化合物Ｎｏ．５４を９部と下記構造の２官能性化合物１部とし
た以外は、すべて実施例１と同様にして、電子写真感光体を作製した。
　・１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物（例示化合物Ｎｏ．５４）　
９部
　・２官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物　１部
【０２４８】
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【化２８】

【０２４９】
　〈比較例１〉
　実施例１において、電荷輸送層を形成後、研磨処理を行わなかった以外は、すべて実施
例１と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【０２５０】
　〈比較例２〉
　実施例４において、電荷輸送層を形成後、研磨処理を行わなかった以外は、すべて実施
例４と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【０２５１】
　〈比較例３〉
　実施例７において、電荷輸送層を形成後、研磨処理を行わなかった以外は、すべて実施
例７と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【０２５２】
　〈比較例４〉
　実施例１２において、電荷輸送層を形成後、研磨処理を行わなかった以外は、すべて実
施例１２と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【０２５３】
　〈比較例５〉
　実施例１３において、電荷輸送層を形成後、研磨処理を行わなかった以外は、すべて実
施例１３と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【０２５４】
　〈比較例６〉
　実施例１４において、電荷輸送層を形成後、研磨処理を行わなかった以外は、すべて実
施例１４と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【０２５５】
　〈比較例７〉
　実施例１５において、電荷輸送層を形成後、研磨処理を行わなかった以外は、すべて実
施例１５と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【０２５６】
　〈比較例８〉
　実施例１において、保護層用塗工液を下記組成の保護層用塗工液に変更し、保護層の乾
燥条件を１３０℃２０分に変更した以外は、すべて実施例１と同様にして、電子写真感光
体を作製した。
（保護層用塗工液）
　・下記構造式の高分子電荷輸送物質（重量平均分子量１７５０００、酸化電位０．７８
０Ｖ（ｖｓ．　ＳＣＥ））　１５部
【０２５７】
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【化２９】

【０２５８】
　・テトラヒドロフラン　２３０部
　・シクロヘキサノン　７０部
【０２５９】
　〈比較例９〉
　実施例１において、電荷輸送層を形成後、研磨処理を行わず、さらに保護層を形成しな
かった以外は、すべて実施例１と同様にして、電子写真感光体を作製した。
【０２６０】
　〈比較例１０〉
　実施例１において、保護層を形成しなかった以外は、すべて実施例１と同様にして、電
子写真感光体を作製した。
【０２６１】
　以上のようにして作製された電子写真感光体を、電子写真プロセス用カートリッジ（た
だし、クリーニング前の露光はなし）に装着し、帯電ローラー及び画像露光光源を７８０
ｎｍの半導体レーザーを用いたリコー製デジタル複写機改造機を用いて、初期の露光部電
位（ＶＬ）及び画像評価を行った。その後、トータル１０万枚の印刷を行い、その際初期
及び１０万枚印刷後における露光部電位（ＶＬ）の測定並びに画像評価を行った。画像評
価は、出力した画像サンプルを拡大観察し、定着したトナーの付着量やドット再現性から
、画像濃度、階調性、解像度について評価を行った。また、初期及び１０万枚印刷後にお
ける膜厚差より摩耗量の評価を行った。これらの結果を表１６に示す。
【０２６２】
　また、以上のように作製された電子写真感光体を、感光体表面から斜め方向に切断し、
その切断面についてＦＴ－ＩＲ、μ－ＡＴＲ法を用いて電荷輸送層の分析を行った。電荷
輸送物質及びバインダー樹脂のそれぞれのＩＲスペクトルから、電荷輸送物質の単独ピー
ク（１６００ｃｍ-1付近）と、バインダー樹脂の単独ピーク（１７７３ｃｍ-1付近）を決
め、それらのピーク強度比から、電荷輸送層の電荷輸送物質の濃度を求めた。さらに、電
荷輸送層の電荷発生層側界面における電荷輸送物質の濃度と電荷輸送層の保護層側界面に
おける電荷輸送物質の濃度との比（ＣＴＭ濃度比）を求めた。界面の濃度変化が明瞭に識
別できないものに関しては、導電性支持体上に上記の通り作製した電荷輸送層のみを形成
した後、膜を剥がして測定して求めた。なお、測定深さは表面から約１μｍである。それ
らの結果を表１６に示す。
　なお、画像品質の評価基準は、下記のとおりとした。
　◎：初期の画像品質と比べて、ほとんど変化が見られず、良好な画像と判断できるレベ
ル。
　○：初期の画像品質と比べて、画質劣化が若干認められるが、特に問題ないレベル。
　△：初期の画像品質と比べて、明らかに画質劣化が認められるレベル。
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　×：初期の画像品質と比べて、顕著な画質劣化が認められ、明らかに問題視されるレベ
ル。
【０２６３】
【表１６】

【０２６４】
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　以上の結果から明らかなように、電荷輸送層を形成した後研磨処理を行い、その上に硬
化型保護層を形成することによって、露光部電位の低減及び階調性や解像度が向上する傾
向が認められ、高画質化に対し非常に有効である。
　電荷輸送層には保護層側に向かって電荷輸送物質の濃度が低くなる濃度傾斜が形成され
ており、特に電荷輸送層の表面領域は電荷輸送物質の濃度が著しく低減した領域が存在す
ることを本発明者らは見出した。
　本発明は、電荷輸送層の表面を研磨処理して除去することにより、その上に形成された
硬化型保護層への電荷の注入性が向上したことによると考えられる。一方、研磨処理を行
わなかった場合は、印刷枚数が少ないうちは影響は比較的少ないが、１０万枚に及ぶ印刷
を行うと電荷輸送層と保護層との界面に電荷が蓄積することによると考えられる露光部電
位上昇が顕著に認められ、さらにドット再現性も低下し、画質の低下を引き起こした。ま
た、硬化型保護層ではなく、高分子電荷輸送物質を保護層として形成した場合には、電荷
輸送層の表面研磨の効果により露光部電位は低減できているものの、硬化されていないこ
とにより表面に多くのキズが形成され、それによりクリーニング不良を招いて黒スジが発
生した。さらに、硬化型保護層を形成しなかった場合には、露光部電位に対しては特に問
題なかったものの、耐摩耗性が著しく低下し、地汚れ多発により寿命は大幅に低減した。
【０２６５】
　導電性支持体上に、少なくとも電荷発生物質を主成分とする電荷発生層、電荷輸送物質
及びバインダー樹脂を主成分とする電荷輸送層及び電荷輸送性構造を有さないラジカル重
合性化合物と、電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化反応させることによ
って形成された保護層が順次積層されている感光体の製造方法において、導電性支持体上
に電荷発生層を形成する工程、該電荷発生層上に電荷輸送層を形成する工程、該電荷輸送
層の表面を研磨する工程、該研磨された電荷輸送層の上に保護層を形成する工程を有する
ことにより、それによって得られた感光体は、耐摩耗性や耐キズ性が向上されたと同時に
、電荷発生層から注入された電荷が電荷輸送層、さらに保護層へと少ないロスで輸送させ
ることができ、さらに電荷の横方向への拡散を抑制することが可能となったことにより、
原稿に対しより忠実な静電潜像の形成が実現され、トナー散りが少なく、大幅な高画質化
が実現された。これにより、従来保護層を形成したときの課題とされていた高耐久化と高
画質化を両立することが可能となり、感光体、さらにはそれを用いた画像形成装置の長寿
命化を実現することが可能となった。
【図面の簡単な説明】
【０２６６】
【図１】本発明の電子写真感光体の層構成を例示する模式的断面図である。
【図２】本発明の電子写真感光体の層構成を例示する模式的断面図である。
【図３】本発明の画像形成装置を説明するため概略図である。
【図４】本発明における帯電機構の一例を説明するための概略斜視図である。
【図５】本発明のフルカラー電子写真装置を説明するための概略図である。
【図６】本発明のプロセスカートリッジを説明するための概略図である。
【図７】実施例で用いた電荷発生物質のＸ線回折スペクトル図であり、縦軸は一秒当りの
カウント数（ｃｐｓ：counts per second）を表し、横軸は角度（２θ）を表す。
【図８】実施例で用いた研磨装置の概略図である。
【符号の説明】
【０２６７】
　１Ｃ、１Ｍ、１Ｙ、１Ｋ　　感光体
　２Ｃ、２Ｍ、２Ｙ、２Ｋ　　帯電部材
　３Ｃ、３Ｍ、３Ｙ、３Ｋ　　レーザー光
　４Ｃ、４Ｍ、４Ｙ、４Ｋ　　現像部材
　５Ｃ、５Ｍ、５Ｙ、５Ｋ　　クリーニング部材
　６Ｃ、６Ｍ、６Ｙ、６Ｋ　　画像形成要素
　１１Ｃ、１１Ｍ、１１Ｙ、１１Ｋ　　転写ブラシ
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　２１　　感光体
　２２　　除電ランプ
　２３　　帯電チャージャー
　２４　　画像露光部
　２５　　現像ユニット
　２６　　転写前チャージャー
　２７　　レジストローラ
　２８　　転写紙
　２９　　転写チャージャー
　３０　　分離チャージャー
　３１　　分離爪
　３２　　クリーニング前チャージャー
　３３　　ファーブラシ
　３４　　ブレード
　１０１　　ドラム
　１０２　　接触帯電装置
　１０３　　像露光
　１０４　　現像装置
　１０５　　転写体
　１０６　　接触転写装置
　１０７　　クリーニングユニット

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【図８】
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